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序論新旧対照表（後期基本計画・前期基本計画）  
新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

序 論 

 

第 1 章 総合振興計画の概要 

1 総合振興計画の趣旨 

 

 本市では、平成２５年３月に「久喜市総合振興計画」を策定し、目指す将来像

を『豊かな未来を創造する個性輝く文化田園都市 ～人と愛 水と緑 市民主役

のまち～』とし、これを実現するために７つの大綱を定めました。併せて、５年

間を計画期間とする具体的な施策を網羅した「前期基本計画」を策定し、まちづ

くりに関する各種施策を展開してきました。 

しかし、わが国は少子高齢化の急速な進行により、人口減少社会に突入するな

ど、本市をとりまく社会経済環境は変化し続けています。 

こうした実情を踏まえ、現行の前期基本計画の計画期間が平成 29 年度をもっ

て終了することに伴い、前期基本計画策定の時点からの社会経済環境の変化に的

確に対応し、本市のまちづくりを推進することを目的として、後期基本計画を策

定するものです。 

この後期基本計画では、前期基本計画に引き続き、市民参加と協働を今後の重

要なまちづくりのテーマと位置付け、自治基本条例に基づきそのあり方を追求し

ていくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 総合振興計画の構成と計画期間 

 

本計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」で構成します。 

 

基本構想、基本計画、実施計画の内容 

 

序 論 

 

第 1 章 総合振興計画の概要 

1 総合振興計画の趣旨 

 

今日、地方自治体は、急速に進展する少子高齢社会への対応、深刻化する地球

環境問題への対応、長引く景気の低迷等による厳しい財政状況など、大きな潮流

にさらされています。 

さらには、地方分権の進展に伴い、地方自治体は自らの判断と責任により、地

域の実情に沿った行政を展開していくことが求められ、そして、地域の住民一人

ひとりが自ら考え、主体的に行動し、その行動と選択に責任を負う「地方分権」

の確立が求められています。 

こうした状況のもと、本市は、平成 22 年 3 月 23 日、久喜市、菖蒲町、栗橋

町及び鷲宮町の合併により誕生しました。 

これまで 1 市 3 町は、豊かな自然環境と地域独自の歴史や伝統を受け継ぎなが

ら文化を育み、それぞれの総合振興計画において、将来像（将来都市像）を掲げ、

特色のあるまちづくりを進めてきました。 

合併にあたっては、将来を展望した長期的視野に立って、それぞれの総合振興

計画等を生かしながら新市基本計画を策定しました。 

新市基本計画では、新市の将来像を「豊かな未来を創造する個性輝く文化田園

都市～ 人と愛 水と緑 市民主役のまち ～」とし、新市が、埼玉県東北部の中核

都市として、すべての市民が安心して暮らせるまちづくり、次世代に誇りを持っ

て継承できる新しいまちづくりの方向性を実現するための取り組みが示されてい

ます。 

この新市基本計画を具現化するため、将来へ向けた本市のまちづくりの指針と

して久喜市総合振興計画を策定するものです。 

この総合振興計画は、合併後の最初の計画として、本市の均衡ある発展と一体

性を速やかに確立するとともに、持続可能な発展が図れるよう将来を見据えた堅

実な財政運営を目指し、市民参加と協働を念頭に策定します。 

とりわけ、市民参加と協働については、今後の重要なまちづくりのテーマと位

置付け、自治基本条例に基づきそのあり方を追求していくこととします。 

 

 

2 計画の構成と計画期間 

 

本計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」で構成します。 

 

基本構想、基本計画、実施計画の内容 

 

資料２ 
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

①基本構想 

本市の将来像とそれを実現するための政策の大きな方向性を明らかにし、基本

計画及び実施計画の指針となるものです。 

計画期間は、平成 25 年度から平成 34 年度までの 10 年間とします。 

 

②基本計画 

基本構想で定めた政策の大きな方向性に基づき、その姿を具体化、体系化する

計画となります。具体的には、市の各部門の施策の現状、課題、目的、内容、成

果指標、協働の指針などを示します。 

計画期間は、前期基本計画（平成 25 年度から平成 29 年度まで）と後期基本

計画（平成 30 年度から平成 34 年度まで）のそれぞれ 5 年間とします。 

 

③実施計画 

基本計画で示した施策の中から実施していく施策や事業を具体的に示します。

財政状況や諸情勢を考慮し、どの事業を、どのように実施していくかを明らかに

し、毎年度の予算編成の指針とします。 

計画期間は、3 年間とし、毎年度必要に応じた見直しを行います。 

 

第 2 章 総合振興計画の前提 

 

1 社会経済環境等の変化 

 

（1）少子高齢・人口減少社会への対応    

 

わが国の人口構造の少子高齢化は極めて急速に進んでいます。また、総人口も

減少傾向に入り、今後、本格的な人口減少社会を迎えます。 

少子化という側面では、平成 27 年の合計特殊出生率は 1.45 と先進国の中で

も最も低い水準になっています。また、高齢化という側面では、総人口に占める

高齢者（65 歳以上）の割合は、平成 27 年は 27.7％でしたが、平成 37 年に

は約 30％に上昇することが見込まれています。 

このような少子高齢社会の動きは、今後、さらに進むと予測され、福祉、教育、

労働、社会保障など社会生活のあらゆる面での影響があると考えられます。 

 

 

 

（2）環境への配慮 

 

地球温暖化をはじめとする地球環境問題は、持続可能な社会を創造していくう

えで、解決すべき人類共通の課題であり、地球環境保全への人々の意識が高まっ

ています。 

最近の世界の動向では、平成 27 年に気候変動枠組条約第 21 回締約国会議

①基本構想 

本市の将来像とそれを実現するための政策の大きな方向性を明らかにし、基本

計画及び実施計画の指針となるものです。 

計画期間は、平成 25 年度から平成 34 年度までの 10 年間とします。 

 

②基本計画 

基本構想で定めた政策の大きな方向性に基づき、その姿を具体化、体系化する

計画となります。具体的には、市の各部門の施策の現状、課題、目的、内容、成

果指標、協働の指針などを示します。 

計画期間は、前期基本計画（平成 25 年度から平成 29 年度まで）と後期基本

計画（平成 30 年度から平成 34 年度まで）のそれぞれ 5 年間とします。 

 

③実施計画 

基本計画で示した施策の中から実施していく施策や事業を具体的に示します。

財政状況や諸情勢を考慮し、どの事業を、どのように実施していくかを明らかに

し、毎年度の予算編成の指針となります。 

計画期間は、3 年間とし、毎年度必要に応じた見直しを行います。 

 

第 2 章 総合振興計画の前提 

 

1 社会経済環境等の変化 

 

（1）少子高齢・人口減少社会への対応 

 

わが国の人口構造の少子高齢化は極めて急速に進んでいます。今後は、少子高

齢社会に対する地域全体での積極的な対応が必要になります。 

また、人口も減少傾向に入り、今後、本格的な人口減少社会に入ることが予想

されています。 

少子化という側面では、わが国の合計特殊出生率は 1.39（平成 23 年）と先進

国の中でも最も低い水準になっています。また、高齢化という面では、21 世紀の

半ばには、日本の総人口は約 2 割減少し、3 人に 1 人が 65 歳以上となると予測

されています。このような少子高齢社会の動きは、今後、さらに進むと予測され、

福祉、教育、労働、社会保障など社会生活のあらゆる面での影響があると考えら

れます。 

 

（2）環境への配慮 

 

地球温暖化をはじめとする地球環境問題は、持続可能な社会を創造していくう

えで、解決すべき人類共通の課題であり、地球環境保全への人々の意識が高まっ

ています。 

現在の環境問題は、国や世代を超え、極めて幅広く、かつ、重要な問題として
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

（COP21）が開催され、2020 年以降の新たな地球温暖化対策の法的枠組みと

なる「パリ協定」が採択されました。本協定により、途上国を含むすべての国が

削減目標の作成及び報告を行い、5 年ごとの点検を受けるルールが史上初めて共

有されることとなりました。 

このような国際的な動きを踏まえながら、市民・事業者・行政が一体となって

協力し、市民一人ひとりのライフスタイルからまちづくりまで、次世代に責任が

持てる循環型のまちづくりの推進が必要です。 

 

（3）経済の低成長 

 

 平成 24 年度以降の実質経済成長率は 0.34～2％となっており、日本経済の低 

成長が続いていることを前提とした、様々な社会の仕組みの見直しが必要です。

また、社会・経済のグローバル化の進展等により、世界経済の動向の影響を受 

けやすくなっている状況です。 

 今後は、国全体においては低成長社会に対応した社会構造の変化が引き続き求

められるとともに、地域レベルにおいても、それぞれが有する資源やニーズを生

かした様々な産業活動、企業活動が求められています。 

 

 

（４）防災・減災への取組み 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、東北地方を中心にこれまで

経験したことのない甚大な被害をもたらしました。 

また、この地震・津波による原子力発電所事故は、放射能漏れを引き起こし、

住民避難・電力危機・風評被害など複合的な被害を発生させました。本市でも震

度 5 強を観測し、南栗橋地区に液状化現象が起きるなど、大きな被害を受けまし

た。 

特に防災への取り組みとしては、今後発生すると予測されている南海トラフ、

首都直下地震及び関東平野北西縁断層地震などへの対応を行っていくことが必要

であるため、今回の災害から得られた知識や経験を、今後の地震対策への備えと

して生かしていかなければなりません。 

また、昭和 22 年 9 月に関東地方を襲ったカスリーン台風では利根川の堤防が

決壊し、埼玉県東部から東京都江戸川区に至る広い範囲が浸水するなど、未曾有

の大災害となりました。 

近年の河川改修工事の進捗により、河川の氾濫の危険は減少していますが、平

成 27 年 9 月に、関東・東北豪雨により、茨城県常総市において鬼怒川の堤防が

決壊して洪水が発生するなど、引き続き災害への備えが必要です。 

都市基盤の整備をはじめ、災害に強いまちづくりに向けて、自主的な防災組織

の育成や被災者支援など、幅広い防災対策の推進が求められています。 

 

（5）地方分権の進展 

取り組みが進められ、低炭素社会づくりが求められています。これらの取り組み

には、市民・事業者・行政が一体となって協力し、市民一人ひとりのライフスタ

イルからまちづくりまで、次世代に責任が持てる循環型のまちづくりの推進が必

要です 

 

 

 

 

（3）経済の低成長化 

 

バブル経済の崩壊後、右肩上がりの経済成長が終わり、日本は実質経済成長率

1％台にみられるように日本経済そのものが低成長へと移行しています。このよ

うな低成長を前提とした、様々な社会の仕組みの見直しが必要になります。また、

この間、社会・経済のグローバル化などが進んだことにより、世界経済の動向の

影響を受けやすくなり、景気や雇用情勢の先行きは不透明な状況となっています。 

今後は、景気の回復に向けて、内需拡大や雇用不安の解消が必要であり、地域

レベルにおいても、地域それぞれの幅広い資源、各地域のニーズを生かした様々

な産業活動、企業活動が求められています。 

 

（4）防災への取組み 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、東北地方を中心に

これまで経験したことのない甚大な被害をもたらしました。 

また、この地震・津波による原子力発電所事故は、放射能漏れを引き起こし、

住民避難・電力危機・風評被害など複合的な被害を発生させました。本市でも震

度 5 強を観測し、南栗橋地区に液状化現象が起きるなど、大きな被害を受けまし

た。 

特に防災への取り組みとしては、今回の災害から得られた知見を、今後の地震

対策への備えとして生かしていかなければなりません。 

また、昭和 22 年 9 月に関東地方を襲ったカスリーン台風による利根川の破堤

によって、埼玉県東部一帯は大洪水になり、未曾有の大災害となりました。 

近年の河川改修工事の進捗により、利根川の堤防が決壊するという危険は減少

しているものの、万が一への備えはもちろん、内水氾濫への対策も必要です。 

都市基盤の整備をはじめ、災害に強いまちづくりに向けて、自主的な防災組織

の育成や防災体制のあり方、被災者支援のあり方など、幅広い防災対策の見直し

が求められています。 
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

 

 わが国では、国から地方、都道府県から市町村への権限移譲や地方に対する規 

制緩和など、地方分権改革が段階的に進められ、国と地方の関係は、従来の中央 

集権的な「上下・主従」の関係から「対等・協力」の関係へと変化してきました。 

平成 7 年から平成 11 年までの「第１次地方分権改革」では、機関委任事務制 

度の廃止、国から都道府県・都道府県から市町村への権限移譲、都道府県の条例 

による事務処理特例制度（都道府県の権限を市町村へ移譲することができる制

度）の創設など、国と地方とが「対等・協力」の関係へと変化するための取組み

が進められました。 

その後、市町村合併や「三位一体の改革」が進められ、平成 19 年から現在に 

至る「第 2 次地方分権改革」では、第 1 次から第 7 次までの地方分権一括法に

より、義務付け・枠付けの見直しなどの地方に対する規制緩和や、国から地方へ

の権限移譲など、より具体的な取組みが進められました。 

さらに、平成 26 年からは、地方の発意による「提案募集方式」が導入され、 

従来の国主導の改革から、地域の実情や課題に精通している地方からの提案に基

づく改革が推進されています。 

このような中、市町村には、地域住民とともに、自らの判断と責任のもとで考 

え実行し、地域の実情に沿った施策を展開していくことが求められています 

 

（６）国・地方を通じた厳しい財政状況 

 

地方の財政は、高齢化などの要因により扶助費が大幅に増加しているなど、義

務的経費（人件費、扶助費、公債費）の割合は増加傾向となっており、国の長期

債務残高も、社会保障費の増大などにより、増加し続けています。 

このことから、国や都道府県、市町村それぞれが行政改革に積極的に取り組ん

でいますが、少子高齢化がさらに進んでいくと、生産年齢人口が減少し、個人住

民税等の税収への影響が懸念されます。さらに、医療費や介護費、年金などの社

会保障費は、今の制度を前提にすれば、今後１0 年間で３0 兆円程度増えると予

想されています。 

このように、国や地方の財政は、今後、一層厳しくなることが見込まれます。

本市においても、社会保障費等の増加により財政構造が硬直化しており、厳しい

財政運営を強いられていることから、選択と集中により真に必要な施策に焦点を

あてて実施することが求められています。 

 

（７）公共施設等の老朽化対策 

わが国では、昭和 40 年代から昭和５０年代の高度経済成長期において、人口の 

急増やそれに伴う住民ニーズの増大に対応するため、公共施設等（学校、集会施 

設などの公共建築物や、道路、上下水道などのインフラ資産）の整備が進められ 

ました。 

これらの公共施設等は、住民生活の利便性や福祉の向上に寄与してきましたが、 

現在では、その多くは老朽化が進んでおり、また一時期に集中して整備されたこ

（5）地方分権の進展 

 

わが国では、従来の国と地方の中央集権的な関係から、地方自治体へ向けた権

限移譲が進んでおり、こうした制度の変化に対する積極的な対応が必要となって

います 

これまで、地方分権改革については、地方分権推進法（平成 7 年 5 月施行）や

地方分権一括法（平成 12 年 4 月施行）により「第一次地方分権改革」が行われ、

さらに平成の大合併や「三位一体の改革」などが推進されてきました。 

しかし、国から地方への権限移譲や税財源の移譲など、さらなる改革が求めら

れ、平成 23 年 4 月に「地域主権改革 8 関連 3 法」が国会で可決成立し、さら

に、同年 8 月には、義務付け・枠付けの見直しに加え、都道府県から市町村への

権限移譲を行う第 2 次地域主権改革一括法が成立しました。 

このことにより、これまで以上に地方自治体及び地域住民が、自らの判断と責

任のもと、政治・経済・社会・文化などのあらゆる面において、自主的で個性あ

るまちづくりを進められるようになり、地方自治体を取り巻く枠組みが大きく変

わろうとしています。 

 

 

 

 

（6）国・地方を通じた厳しい財政状況 

 

国及び地方の財政は、長引く景気低迷による税収不足や高齢化等に伴う社会保

障費の増大などの要因により基礎的財政収支 9 では財源不足が続き、長期債務残

高も増大し続けています。このため、国や都道府県、市町村それぞれが行政改革

に積極的に取り組んでいます。しかし、少子高齢化がさらに進んでいくと、労働

力人口が減少し、税収等はますます少なくなる一方、医療費や介護費、年金など

の社会保障費は、今の制度を前提にすれば、今後 20 年間で 50 兆円程度増える

と予想されています。このように、国や地方の財政は、今後、一層厳しくなるこ

とが見込まれます。本市においても、社会保障費等の増加により財政構造が硬直

化しており、今後、財政運営が厳しさを増すことが考えられますので、選択と集

中により真に必要な施策に焦点をあてて実施することが求められています。 
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とから、今後改修や更新の時期を一斉に迎えることになります。 

そのため、今後多額の費用が必要となると考えられますが、財源の多くを占め

る税収は、少子高齢化の進行に伴う人口減少により大きな増加は見込まれず、こ

の費用の確保が大きな課題となっています。 

このような中、公共施設等については、維持管理や施設のあり方を長期的な視 

点で検討し、適正に管理していくことが必要です。 

 

（８）地方創生の推進 

近年、国内の総人口が減少する中で、人口の増加や財源確保を主眼とした、 

自治体間での競争が激しくなっています。 

特に、平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行されたことを

受けて、平成 27 年度に各自治体では人口ビジョン及び地方版総合戦略を策定

し、地域の特色や資源を生かして、独自性、創造性のある施策等に取り組んでい

ます。 

また、近年は多くの自治体が、市の特性や魅力、地域の資源などを市内外に向

けて情報発信する「シティプロモーション」に積極的に取り組んでいます。 

 

2 本市の位置と地勢 

 

本市は、関東平野のほぼ中央に当たる埼玉県の東北部に位置し、都心まで50km

圏にあります。東は幸手市及び茨城県五霞町、南は杉戸町、宮代町、白岡市及び

蓮田市、西は鴻巣市及び桶川市、北は加須市及び茨城県古河市にそれぞれ接して

います。面積は 82.41km2、市域は東西約 15.6km、南北約 13.2km です。地

形は、おおむね平坦で標高は 8～14m のやや西高東低の緩やかな勾配をなして

おり、台地や自然堤防・河畔砂丘などの微高地と後背湿地や旧流路跡などの低地

からなっています。また、利根川、中川、青毛堀川、元荒川、葛西用水路及び見

沼代用水等の多くの河川や用水路に恵まれています。気候は、夏は高温多湿、冬

は低温乾燥で、内陸性の太平洋側気候に属しています。 

市内には、南北方向に久喜インターチェンジを擁す東北縦貫自動車道（以下「東

北道」という。）、国道 4 号及び国道 122 号が縦断し、東西方向に白岡菖蒲イン

ターチェンジを擁す首都圏中央連絡自動車道（以下「圏央道」という。）及び国道

125 号が横断しています。また、鉄道は、南北方向に JR 宇都宮線、東武伊勢崎

線及び東武日光線が縦断し、5 つの駅を擁しており、広域的な交通利便性に恵ま

れています。 

 

3 本市の沿革 

 

本市に人の足跡があらわれるのは、旧石器時代（約 35,000 年～15,000 年

前）のことです。台地にある九宮 2 遺跡や足利遺跡などで、この時代の石器が発

見されています。人々が住みはじめたのは、縄文時代前期（約 7,000 年～5,500

年前）のことで、高輪寺遺跡や鷲宮神社境内遺跡で住居の跡が検出されています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 本市の位置と地勢 

 

本市は、関東平野のほぼ中央に当たり埼玉県の東北部に位置し、都心まで50km

圏にあります。東は幸手市及び茨城県五霞町、南は杉戸町、宮代町、白岡市及び

蓮田市、西は鴻巣市及び桶川市、北は加須市及び茨城県古河市にそれぞれ接して

います。面積は 82.4km2、市域は東西約 15.6km、南北約 13.2km です。地形

は、おおむね平坦で標高は 8～14m のやや西高東低の緩やかな勾配をなしてお

り、台地や自然堤防などの微高地と後背湿地や旧流路跡などの低地からなってい

ます。また、利根川、中川、青毛堀川、元荒川、葛西用水路及び見沼代用水等の

多くの河川や用水路に恵まれています。 

気候は、夏は高温多湿、冬は低温乾燥で、内陸性の太平洋側気候に属していま

す。市内には、南北方向に久喜インターチェンジを擁す東北縦貫自動車道（以下

「東北道」という。）、国道 4 号及び国道 122 号が縦断し、東西方向に白岡菖蒲

インターチェンジを擁す首都圏中央連絡自動車道（以下「圏央道」という。）及び

国道 125 号が横断しています。また、鉄道は、南北方向に JR 宇都宮線、東武伊

勢崎線及び東武日光線が縦断し、5 つの駅を擁しており、広域的な交通利便性に

恵まれています。 

 

3 本市の沿革 

 

本市に人の足跡があらわれるのは、旧石器時代（約 35,000 年～15,000 年

前）のことです。台地にある九宮遺跡や足利遺跡などで、この時代の石器が発見

されています。人々が住みはじめたのは、縄文時代前期（約 7,000 年～5,500
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その後、神ノ木 2 遺跡では、100 軒を超す住居の跡が確認され、多くの人々が暮

らしていた様子がうかがえます。 

古墳時代に入ると、元荒川沿いに前方後円墳である天王山塚古墳を中心とした

古墳群が形成され、この地域に大きな政治勢力があったことを想定させます。 

鎌倉時代には、幕府の歴史書である『吾妻鏡』に鷲宮神社がたびたび登場し、

幕府ゆかりの有力な神社に加えられていきました。鷲宮神社は、その後も各時代

の権力者の信仰を集めました。 

戦国時代、古河に拠点を置いた古河公方足利氏の勢力下となります。その関係

もあり、古河公方第二代政氏が移り住んだ甘棠院、古河公方の家臣であった佐々

木氏が築いた菖蒲城など市内には古河公方ゆかりの多くの史跡や文化財が残され

ています。 

江戸時代になると、五街道の一つである日光道中が整備され、その宿場である

栗橋宿が成立しました。栗橋宿には本陣、脇本陣が置かれ、宿場の両側には旅籠

や商家など 400 軒を超える家並みが続く大きな宿場町として栄えました。また、

利根川を通行する人や荷物の取調べを行う栗橋関所（正式には「房川渡中田関所」

という。）が設けられました。栗橋関所は交通の要衝地として重視され、江戸時代

を通じて江戸北方の警護を担っていました。 

明治時代になると、鉄道が敷かれ、東北本線久喜駅や栗橋駅、東武伊勢崎線久

喜駅や鷲宮駅などが設置されました。その後昭和期に入ると、東武日光線栗橋駅

や南栗橋駅、東北本線東鷲宮駅が設置されるとともに、駅を中心とした土地区画

整理事業などの住宅開発が進み、首都東京の近郊都市として発展してきました。 

昭和 40～50 年代には、東北道久喜インターチェンジが開通し、交通の利便性

に恵まれた地域となったことから、久喜菖蒲工業団地などの造成が進められるな

ど、産業都市としても発展しています。 

近年においては、東北道と圏央道を結ぶ久喜白岡ジャンクションや圏央道の白

岡菖蒲インターチェンジも開通するなど、交通の要衝地として一層の発展が見込

まれています。 

行政区画については、明治時代の廃藩置県や明治の大合併を経て、昭和の大合

併を迎えると、昭和 29 年 7 月 1 日、久喜町、太田村、江面村、清久村が合併し

て、人口 21,982 人の新たな久喜町が誕生し、現在の久喜地区が形成され、その

後、昭和 46 年 10 月 1 日に市制が施行されました。 

昭和 29 年 9 月 1 日、菖蒲町、小林村、三箇村、栢間村及び大山村大字上大崎

が合併し、人口 17,034 人の新たな菖蒲町が誕生し、現在の菖蒲地区が形成され、

昭和 30 年 1 月 1 日、鷲宮町と桜田村（大字中川崎・大字下川崎除く）が合併

し、人口 8,836 人の新たな鷲宮町が誕生し、現在の鷲宮地区が形成され、昭和

32 年 4 月 1 日、栗橋町、静村、豊田村が合併して、人口 12,609 人の新たな栗

橋町が誕生し、現在の栗橋地区が形成されました。 

合併前の 1 市 3 町は、都心まで 50km 圏に位置する良好な居住空間を有する

都市として発展するとともに、それぞれの特色を生かしたまちづくりを行ってい

ました。 

平成の大合併が進む中、平成 22 年 3 月 23 日、久喜市、菖蒲町、栗橋町及び

年前）のことで、高輪寺遺跡や鷲宮神社境内遺跡で住居の跡が検出されています。

その後、神ノ木遺跡では、100 軒を超す住居の跡が確認され、多くの人々が暮ら

していた様子がうかがえます。また、地獄田遺跡ではさまざまな遺物が大量に見

つかっています。 

古墳時代に入ると、元荒川沿いに前方後円墳である天王山塚古墳を中心とした

古墳群が形成され、この地域に大きな政治勢力があったことを想定させます。 

鎌倉時代には、幕府の歴史書である『吾妻鏡』に鷲宮神社がたびたび登場し、

幕府ゆかりの有力な神社に加えられていきました。これは、この地に利根川水系

の河川が集中する肥沃な土地であるとともに、河川交通の要として重要な地域で

あったからです。鷲宮神社は、その後も各時代の権力者の信仰を集めました。 

戦国時代、古河に拠点を置いた古河公方足利氏の勢力下となります。その関係

もあり、古河公方第二代政氏が移り住んだ甘棠院、古河公方の家臣であった佐々

木氏が築いた菖蒲城など市内には古河公方ゆかりの多くの史跡や文化財が残され

ています。 

江戸時代になると、五街道の一つである日光道中が整備され、その宿場である

栗橋宿が成立しました。栗橋宿には本陣、脇本陣が置かれ、宿場の両側には旅籠

や商家など 400 軒を超える家並みが続く大きな宿場町として栄えました。また、

利根川を通行する人や荷物の取調べを行う栗橋関所（正式には「房川渡中田関所」

という。）が設けられました。栗橋関所は交通の要衝地として重視され、江戸時代

通じて江戸北方の警護を担っていました。 

明治時代になると、鉄道が敷かれ、東北本線久喜駅や栗橋駅、東武伊勢崎線久

喜駅や鷲宮駅などが設置されました。その後昭和期に入ると、東武日光線栗橋駅

や南栗橋駅、東北本線東鷲宮駅が設置されるとともに、駅を中心とした土地区画

整理事業など住宅開発が進み、首都東京の近郊都市として発展してきました。 

昭和 40～50 年代には、東北道久喜インターチェンジが開通し、交通の利便性

に恵まれた地域となったことから、久喜菖蒲工業団地などの造成が進められるな

ど、産業都市としても発展しています。 

近年においては、東北道と圏央道を結ぶ久喜白岡ジャンクションや圏央道の白

岡菖蒲インターチェンジも開通するなど、交通の要衝地として一層の発展が見込

まれています。 

行政区画については、明治時代の廃藩置県や明治の大合併を経て、昭和の大合

併を迎えると、昭和 29 年 7 月 1 日、久喜町、太田村、江面村、清久村が合併し

て、人口 21,982 人の新たな久喜町が誕生し、現在の久喜地区が形成され、その

後、昭和 46 年 10 月 1 日に市制が施行されました。 

昭和 29 年 9 月 1 日、菖蒲町、小林村、三箇村、栢間村及び大山村大字上大崎

が合併し、人口 17,034 人の新たな菖蒲町が誕生し、現在の菖蒲地区が形成され、

昭和 30 年 1 月 1 日、鷲宮町と桜田村（大字中川崎・大字下川崎除く）が合併

し、人口 8,836 人の新たな鷲宮町が誕生し、現在の鷲宮地区が形成され、昭和

32 年 4 月 1 日、栗橋町、静村、豊田村が合併して、人口 12,609 人の新たな栗

橋町が誕生し、現在の栗橋地区が形成されました。 

本市の合併前の 1 市 3 町は、都心まで 50km 圏に位置する良好な居住空間を
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鷲宮町の合併により、人口 157,038 人を有する新たな久喜市が誕生し、埼玉県

東北部の中心都市として一層の発展とその役割が期待されています。 

 

 

 

 

4 人口・世帯数の推移   

 

本市の人口は、平成 29 年 1 月 1 日時点で、154,241 人（住民基本台帳人

口）であり、埼玉県人口の 1.9％を占め、県内 40 市中第 1１番目の人口規模の

都市です。 

年少人口（15 歳未満）は 17,784 人、構成比は 11.5％であり、埼玉県全体の

年少人口構成比 12.7％よりやや低くなっています。年少人口の構成比は低下傾

向にあるものの、本市の合計特殊出生率は 1.21（平成 2７年）となっており、近

年は微増傾向が見られます。一方、高齢者人口（65 歳以上）は 42,764 人、高

齢化率は 27.7％であり、埼玉県全体の高齢化率 25.0％をやや上回っています。 

なお、平成 29 年では、本市の人口は、平成 24 年と比較して 2,074 人（1.3％）

の減少となっています。 

 

 

5 就業構造の推移 

 

平成 27 年国勢調査の本市の就業者人口は 74,872 人となっています。第一次

産業（農林漁業）は 1,757 人で 2.4％、第二次産業（鉱業、建設業、製造業）は

18,451 人で 26.3％、第三次産業（卸売・小売業、サービス業など）は 50,054

人で 71.2％であり、埼玉県と比較すると、わずかに第一次産業と第二次産業の構

成比が高くなっています。 

 

 

6 市民の意識と期待 

 

後期基本計画策定にあたり、市民の考えや意見を反映させるために、平成 28

年 11 月、本市の住民基本台帳から 5,000 人（男性、女性それぞれ 2,500 人）

を無作為に抽出し、郵送による方法で市民意識調査を実施しました。回収状況は、

有効回収数 2,545 件、回収率 50.9％でした。その主要な結果は以下のとおりと

なっています。 

 

（1）居住地域の生活環境についての満足度 

居住地域の生活環境の満足度をみると、「満足」と「まあ満足」をあわせた“満

足”との回答が最も多いのは「ごみの収集・処理の状況」（62.2％）でした。次い

で、「買い物の利便性」（50.9％）、「下水道の整備状況」（48.4％）、「家の前など

有する都市として発展するとともにそれぞれの特色を生かしたまちづくりを行っ

ていました。 

平成の大合併が進む中、平成 22 年 3 月 23 日、久喜市、菖蒲町、栗橋町及び

鷲宮町の合併により、人口 157,038 人を有する新たな久喜市が誕生し、埼玉県

東北部の中心都市として一層の発展とその役割が期待されています。 

 

 

4 人口・世帯数の推移 

 

本市の人口は、平成 24 年 1 月 1 日時点で、156,315 人（住民基本台帳人口

及び外国人登録人口の合計）であり、埼玉県人口の 2.1％を占め、県内 39 市中

第 12 番目の人口規模を持つ都市です。年少人口（15 歳未満）は 18,951 人、

構成比は 12.1％であり、埼玉県全体の年少人口構成比 13.3％よりやや低くなっ

ています。年少人口の構成比は低下傾向にあり、本市の合計特殊出生率は 1.09

（平成 23 年）となっており、少子化が進んでいます。一方、高齢者人口（65 歳

以上）は 33,571 人、高齢化率は 21.5％であり、埼玉県全体の高齢化率 20.6％

をやや上回っています。 

なお、平成 24 年では、本市の人口は、平成 19 年と比較して 1,223 人（0.8％）

の減少となっています。 

 

 

5 就業構造の推移 

 

平成 22 年国勢調査の本市の就業者人口は 75,036 人となっています。第一次

産業（農林漁業）は 1,871 人で 2.6％、第二次産業（鉱業、建設業、製造業）は

19,034 人で 26.9％、第三次産業（卸売・小売業、サービス業など）は 49,965

人で 70.5％であり、埼玉県と比較すると、わずかに第一次産業と第二次産業の構

成比が高くなっています。 

 

 

6 市民の意識と期待 

 

総合振興計画策定にあたり、市民の考えや意見を反映させるために、平成 22

年 12 月、本市の住民基本台帳から 3,000 人（男性、女性それぞれ 1,500 人）

を無作為に抽出し、郵送による方法で市民意識調査を実施しました。回収状況は、

有効回収数 1,566 件、回収率 52.2％でした。その主要な結果は以下のとおりと

なっています。 

 

（1）居住地域の生活環境についての満足度 

居住地域の生活環境の満足度をみると、「満足」と「まあ満足」をあわせた“満

足”との回答が最も多いのは「ごみの収集・処理の状況」（56.9％）でした。次い



8 

 

新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

身近な生活道路」（46.9％）、「通勤・通学の利便性」（46.2％）が続いています。 

一方、「不満」と「やや不満」をあわせた“不満”との回答が最も多かったのは「街

灯などの防犯施設」（39.2％）であり、以下「交通の安全性（ガードレール・信号

など）」（36.1％）、「交通の利便性（鉄道・バスなど）」（35.6％）、「救急医療体

制・医療施設の整備状況」（34.4％）、「公園や広場などの身近な公共空間」（33. 

3％）、「水害・地震等の災害に対する安全性」（30.7％）が続いています。 

 

（2）市政全般において充実してほしいもの 

市政全般において充実してほしいものとしては、「高齢者福祉の充実」（26. 

6％）、「道路・公共交通の整備・充実」（23.2%）、「地域医療体制の充実」（19.6%）

の 3 つが上位にあげられています。続いて、「子育て支援の充実」（15.8％）、「快

適な生活環境の創造」（14.6％）などがあげられています 

 

 

7 本市の特性と主要課題 

 

（1）地域コミュニティ分野 

 

特性 

まちづくりや環境保全、福祉活動等の市民ボランティアによる活動が活発に行

われています。また、地域コミュニティ豊かなまちを実現するため、多様な手法

による市民参加が積極的に行われています。 

このような中、本市では、豊かな地域社会を目指す「協働のまちづくり」を進

めることを目的に、市政運営の基本原則と具体的な仕組みについて明らかにした

久喜市自治基本条例を平成 24 年 4 月 1 日に施行しました。 

また、町内会や自治会等の地縁的コミュニティに加え、ボランティア団体や

NPO 法人等の新たなコミュニティ活動を積極的に支援するとともに、概ね小学

校通学区を単位とする「地区コミュニティ協議会」の設立促進を図り、個性豊か

で活力に満ちた地域社会の実現を目指しています。 
 

主要課題 

 

① 誰もが地域の関心事や将来のまちづくりなどに積極的に参加できるように、

引き続き「地区コミュニティ協議会」の設立を促進していくことが必要です。 

 

② ボランティア団体や NPO 法人等の新たなコミュニティ活動に対する支援を

充実させ、市民と行政の協働のまちづくりを進めていくことが必要です。 

 

 

 

（2）自然、環境分野 

で、「買い物の利便性」（48.0％）、「家の前など身近な生活道路」（46.0％）、「下

水道の整備状況」（44.5％）、「通勤・通学の利便性」（44.3％）が続いています。 

一方、「不満」と「やや不満」をあわせた“不満”との回答が最も多かったのは「街

灯などの防犯施設」（42.5％）であり、以下「救急医療体制・医療施設の整備状

況」（39.0％）、「交通の利便性（鉄道・バスなど）」（36.0％）、「交通の安全性（ガ

ードレール・信号など）」（34.9％）、「公園や広場などの身近な公共空間」（33. 

5％）、「家の前など身近な生活道路」（33.5％）、「水害・地震等の災害に対する安

全性」（33.4％）が続いています。 

 

（2）市政全般において充実してほしいもの 

市政全般において充実してほしいものとしては、「高齢者福祉の充実」（36. 

3％）、「保健・医療対策」（35.0％）、「防犯対策」（28.0％）の 3 つが上位にあげ

られています。続いて、「児童福祉・子育て支援の充実」（16.5％）、「生活道路の

整備」（15.9％）などがあげられています 

 

 

7 本市の特性と主要課題 

 

（1）地域コミュニティ分野 

 

特性 

市民と行政が一体となったまちづくりが進められています。これまで行政の計

画策定等において、ワークショップや市民意見提出制度をはじめとした市民参加

型の計画づくりが定着してきています。 

また、花によるまちづくりや環境保全、福祉活動等の市民ボランティアによる

活動が活発に行われています。 

さらに各地区では郷土芸能、祭礼等の維持・継承や福祉、スポーツ、青少年健

全育成等の多彩な活動が行われています。 

 

 

 

主要課題 

 

①  町内会や自治会等の地縁的コミュニティに加えて、ボランティア団体や

NPO15 法人等の活動が活発化しており、こうした新たなコミュニティ活動を

積極的に支援していくことが必要です。 

 

② 市民がまちづくりなどに積極的に参加できるように、行政の情報公開や情報

発信を充実させ、市民と行政の協働のまちづくりを進めていくことが求められ

ています。 
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特性 

本市は、関東平野のほぼ中央に位置し、市域全体が平坦な地形になっています。

自然資源として、豊かな水辺、緑空間、特に、利根川、中川、青毛堀川、備前堀

川、野通川及び元荒川等の河川や、葛西用水、見沼代用水をはじめとする用水路

等の水系、河畔砂丘、屋敷林、農地などの緑豊かな景観があります。 

社会情勢の変化や環境問題等があるなかで、このような自然環境を保全し、次

世代に継承するため、本市では、「久喜市環境基本計画」を策定し、環境負荷を低

減する循環型社会の構築や温室効果ガスの排出削減に向けた活動を率先して取り

組んでいます。 

 

主要課題 

① 緑のネットワーク化等により都市の自然や良好な景観の保全と創造を図り、

豊かさや美しさを実感できるまちづくりが期待されています。 

 

② 水質汚濁、大気汚染及び騒音等による生活環境の悪化を未然に防止するため、

公害防止対策や環境意識の啓発活動とともに、一般家庭で取り組むことのできる

現代のライフスタイルに合わせた環境保全活動の普及が求められています。 

 

③ 新エネルギーの活用やごみの減量化、資源物リサイクルの推進などを市全体

で取り組み、資源循環型の地域社会を構築していくことが求められています。 

 

（3）保健、医療、福祉分野 

 

特性 

 平成 29 年 3 月に策定した「久喜市国民健康保健事業実施計画（データヘルス

計画）」によれば、久喜市国民健康保険の総医療費は年々増加しており、特に毎年

特定健診を受けている人に比べ、一度も受けていない人の医療費が高い状況です。 

 本市では、市民の健康増進と、医療費の適正化を目指し、特定健診やがん検診

を始め、様々な保健事業を展開しています。 

 医療については、市内には救急医療や高度医療を行う中核病院（県災害拠点病

院にも指定）や、小児科の中核拠点病院があり、他にも診療分野ごとに高度或い

は専門的な医療を提供している病院や診療所が数多くあり、安全、安心な医療体

制が整っています。さらに、本市を含む利根保健医療圏において、地域医療ネッ

トワークシステム「とねっと」による医療機関どうしの連携を進めています。 

子ども施策については、平成 26 年度に策定した久喜市子ども・子育て支援事

業計画に基づき、質の高い幼児期の学校教育・保育の提供や、保育の量的拡大、

地域子ども・子育て支援事業の計画的な推進及び各種の子育て支援事業の充実を

図っています。 

また、本市においても、年々高齢化が進行しており、平成 27 年の本市の高齢

化率は 27.7％、後期高齢者割合は 10.8％となっています。これらを踏まえ、「久

（2）自然、環境分野 

 

特性 

本市は、関東平野のほぼ中央に位置し、市域全体が平坦な地形になっています。

自然資源として、豊かな水辺、緑空間、特に、利根川、中川、青毛堀川、備前堀

川、野やどおり通川及び元荒川等の河川や、葛西用水、見沼代用水をはじめとす

る用水路等の水系、屋敷林、農地などの緑豊かな景観があります。 

現在、環境問題への活発な取り組みが行われています。市民を中心とした生ご

みの堆肥化等のリサイクルや環境マネジメントシステムの導入などが積極的に行

われています。 

 

 

主要課題 

① 緑のネットワーク化等により都市の自然や良好な景観の保全と創造を図り、

豊かさや美しさを実感できるまちづくりが期待されています。 

 

② 水質汚濁、大気汚染及び騒音等による生活環境の悪化を未然に防止するため、

公害防止対策や環境意識の啓発活動とともに、一般家庭で取り組むことのできる

環境保全活動の普及が求められています。 

 

③ 新エネルギーの活用やごみの減量化、資源物リサイクルの推進などを市全体

で取り組み、資源循環型の地域社会を構築していくことが求められています。 

 

（3）保健、医療、福祉分野 

 

特性 

 市内には、8 か所の病院、64 か所の一般診療所があり、そのうち 6 か所に救

急病院の指定がされています（平成 24 年 4 月 1 日現在）。8 か所の病院の中に

は、県内 8 番目の第三次救急医療 18 を担う救命救急センターの指定を目指す埼

玉県済生会栗橋病院や、平成 23 年 4 月に開院した JA 埼玉県厚生連久喜総合病

院があります。さらに、県の地域医療再生計画による小児科中核拠点病院として、

平成 24 年 7 月に新築移転した土屋小児病院などがあり、これらの病院とそれぞ

れに特徴を持った診療所などが連携を図り、医療の充実が図られている地域とな

っています。 

また、様々な健康福祉サービスが提供されている福祉施設があります。代表的

なものとしては、地域の福祉活動の拠点であるふれあいセンター久喜のほか、高

齢者福祉センター「いきいき温泉久喜」、菖蒲老人福祉センター、健康福祉センタ

ー「くりむ」及び鷲宮福祉センター等の福祉施設、さらに、児童センター、しょ

うぶ会館（児童館）、鷲宮児童館、久喜地域子育て支援センター「ぽかぽか」、栗

橋地域子育て支援センター「くぷる」及び鷲宮地域子育て支援センター「すまい

る」等の児童福祉施設があげられます。 
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喜市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、高齢者が安心して健やかに

生き生きと暮らせるまち・久喜を目指して事業を展開していく必要があります。 

. 

主要課題 

① 子どもから高齢者まで、ライフステージごとの課題に応じた健康づくり・食

育推進事業を展開することが必要です。 

 

② 地域完結型医療の確立や、安全、安心な医療体制を維持していくためには、

医療機関の連携にとどまらず、行政や医療を利用する側の市民もそれぞれの役割

に応じた連携、協力を図ることが求められています。 

 

③ 子育て支援に関する多様なニーズを把握し、それらに適切に対応する施策の

展開が求められています。 

 

④ 医療･介護需要の大幅な増加が見込まれる「２０２５年問題」を見据え、市民

自らが地域の中で積極的に、健康づくり、介護予防、高齢者の見守りや生活支援

などの活動に携わっていくことが必要です。 

 

⑤ 誰もが暮らしやすいまちづくりを目指し、高齢者や障がい者に対する支援等

の強化が求められています。 

 

 

（4）教育、文化、スポーツ分野 

 

特性 

市内には３４の小・中学校があり、空調設備が整備された快適な教育環境のも

と、各校が創意工夫をした教育課程を編成し、確かな学力、豊かな人間性、体力

の向上と心身の健康づくりを目指して特色ある教育活動を展開しています。 

また、社会教育関係施設として、郷土資料館、図書館、公民館及び各種スポー

ツ施設などがあり、それらを中心に生涯学習、文化芸術、スポーツ・レクリエー

ション活動等が盛んに行われています。その他、県立高等学校、久喜看護専門学

校及び県立久喜図書館などの多様な教育機関も立地し多彩な活動を行っていま

す。 

さらに、地域文化資源として数多くの文化財が存在します。代表的なものとし

て、国指定有形文化財の「紙本著色伝貞巌和尚像」や「太刀」のほか、国指定重

要無形民俗文化財の「鷲宮催馬楽神楽」などがあります。 

 

主要課題 

① 教育内容の充実等を図り、小・中学校の適正規模・適正配置や新たな給食セ

ンターの整備など良好な教育環境を整備するとともに、コミュニティ・スクール

における活動の充実により、「地域とともにある学校」として、学校・家庭・地域

 

 

 

 

主要課題 

① 「かかりつけ医」制度の浸透を図るとともに、医療機関相互のさらなる連携

により医療の充実を図り、安心できる地域医療体制を整えることが求められてい

ます。 

 

② 誰もが暮らしやすいまちづくりを目指し、子育て支援や、子育てと仕事が両

立できる支援、高齢者や障がい者支援等の強化が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）教育、文化、スポーツ分野 

 

特性 

市内には文化会館、郷土資料館、図書館、公民館及び各種スポーツ施設などが

あり、それらを中心に生涯学習としての文化芸術活動やスポーツ・レクリエーシ

ョン活動が盛んに行われています。また、東京理科大学経営学部、県立高等学校

及び久喜看護専門学校や県立久喜図書館などの多様な教育機関も立地し多彩な活

動を行っています。 

さらに、歴史的資源として数多くの有形、無形の文化財が存在します。代表的

なものとして、甘棠院、天王山塚古墳、栗橋関所跡、鷲宮神社及び関東神楽の源

流といわれる国指定重要無形民俗文化財「鷲宮催馬楽神楽」などがあります。 

 

 

 

 

主要課題 

① 教育内容の充実等を図り、良好な教育環境を整備するとともに、学校・家庭・

地域が連携し一体となって、子どもたちの健やかな成長を見守ることが必要です。 
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が一体となって子どもたちの健やかな成長を支援することが必要です。 

 

② 市民が生きがいを持って暮らせるよう、生涯学習の拠点の整備や久喜マラソ

ン大会などの多くの市民が参加できるスポーツ・レクリエーション等の機会を提

供することが必要です。 

 

③ 市内の貴重な文化財を未来に継承するとともに、地域の活性化に役立てるこ

とが必要です。 

 

 

（5）都市基盤分野 

 

特性 

 市内には、東北道の久喜インターチェンジ、圏央道の白岡菖蒲インターチェン

ジ、国道 4 号、122 号及び 125 号並びに主要地方道さいたま栗橋線、川越栗橋

線及び春日部久喜線などがあり、交通利便性に恵まれています。 

また、JR 宇都宮線、東武伊勢崎線及び東武日光線が縦断し、久喜駅、東鷲宮駅、

栗橋駅、鷲宮駅及び南栗橋駅を有しており、鉄道による交通利便性にも恵まれて

います。さらに、新しいまちづくりへ向けて、菖蒲町菖蒲地区、栗橋駅西地区で

土地区画整理事業が進められています。公園については、総合運動公園や弦代公

園、県営の久喜菖蒲公園や権現堂公園などの大規模公園等も整備されています。 

近年全国各地で地震や水害といった自然災害が発生しており、平成 23 年の東

日本大震災では、南栗橋地区に液状化現象が発生し、道路などのインフラや建物

などに大きな被害が生じています。 

 

主要課題 

① 市内の円滑な移動を支える道路網の充実が必要です。  

 

② 恵まれた自然環境と優れた交通条件を兼ね備えた特性を生かし、環境保全と

開発が共生するバランスのとれた土地利用を図ることが必要です。 

 

③ 高齢者や子ども、障がい者や外国人など誰にとってもやさしく住みやすいユ

ニバーサルデザインに配慮することが必要です。 

 

④ 災害に強いまちづくりを推進するため、東日本大震災、熊本地震及び平成２

７年９月関東・東北豪雨の教訓を生かし、市民の防災意識の普及・啓発や自主防

災組織の育成・支援などに努めるとともに、防災体制や被災者支援のあり方など、

幅広い防災対策を充実することが求められています。 

 

⑤ 市民の防犯意識の向上や防犯体制の強化が求められています。 

 

 

 

 

② 市民が生きがいを持って暮らすことができるように、多彩な生涯学習やスポ

ーツ・レクリエーション等の機会を提供することが必要です。 

 

 

③ 市内に数多く遺されている貴重な歴史的資源としての文化財や魅力ある伝統

行事など、郷土の文化や伝統を受け継ぎ、次世代へ確実に継承していくことが求

められています。 

 

（5）都市基盤分野 

 

特性 

 市内には、東北道の久喜インターチェンジ、圏央道の白岡菖蒲インターチェン

ジ、国道 4 号、122 号及び 125 号並びに主要地方道さいたま栗橋線、川越栗橋

線及び春日部久喜線などがあり、交通利便性に恵まれています。今後、（仮称）菖

蒲パーキングエリアが開設される予定です。 

また、鉄道による交通利便性にも恵まれています。JR 宇都宮線、東武伊勢崎線

及び東武日光線が縦断し、久喜駅、東鷲宮駅、栗橋駅、鷲宮駅及び南栗橋駅が立

地し、さらに、新しいまちづくりへ向けて、清久工業団地周辺地区、栗橋駅西地

区などで土地区画整理事業が進められています。公園については、総合運動公園

や弦代公園、県営の久喜菖蒲公園や権現堂公園などの大規模公園等も整備されて

います。 

 

 

主要課題 

① 市の一体性を図るため、市内の円滑な移動を支える道路網の充実が必要です。  

 

② 恵まれた自然環境と優れた交通条件を兼ね備えた特性を生かし、環境保全と

開発が共生するバランスのとれた土地利用を図ることが必要です。 

 

③ 高齢者や子ども、障がい者や外国人など誰にとってもやさしく住みやすいユ

ニバーサルデザインに配慮することが必要です。 

 

④ 東日本大震災の教訓を生かし、市民の防災意識の普及・啓発や自主防災組織

の育成・支援などに努めるとともに、防災体制や被災者支援のあり方など、幅広

い防災対策の充実に努め、災害に強いまちづくりが求められています。 

 

 

⑤ 市民の防犯意識の向上や防犯体制の強化が求められています。 
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

（6）産業、経済分野 

 

特性 

 農業分野では、米、野菜、いちご、なし及び花き等を生産する都市近郊型農業

が進められています。 

工業分野では、久喜菖蒲工業団地、清久工業団地、鷲宮産業団地、菖蒲北部地

区及び菖蒲南部産業団地等の産業拠点の形成が図られています。 

 商業分野では、久喜駅、栗橋駅及び鷲宮駅等を中心とした既存商業地区及び幹

線道路沿いに大規模商業施設の出店が進められています。 

また、雇用に関しては、本市と国が共同で、久喜市ふるさとハローワークを設

置し、各種雇用相談や情報提供を行い、求職者に対する支援を行っています。さ

らに、雇用の受け皿を確保するために、積極的に企業誘致を推進しています。 

 

主要課題 

① 産業振興全般の課題として、後継者の育成や生産者・消費者双方にとって魅

力ある産業へ発展させるための振興策が求められています。 

 

② 農産物の地産地消の推進や新たな流通経路の確保、交通の利便性など、地の

利を生かした企業誘致の推進及び大規模商業施設と共存できる商店街の活性化策

が必要です。 

 

③ 水辺、花、祭り及び神社等の特徴ある地域資源を生かし、集客力のある多様

な観光振興策が期待されています。 

 

④ 労働力人口が減少する中、多様で柔軟な働き方の推進、女性及び高齢者が働

くための支援や企業と求職者のニーズのマッチングが求められます。 

 

（7）行財政分野 

 

特性 

本市は、新たな行政課題や多様化する市民ニーズに適切に対応するため、「持続

可能な行政経営の実現」を基本目標とする行政改革大綱を策定するとともに、職

員の定員管理の適正化等を実施し、健全な財政基盤の確立と組織・機構のスリム

化に取り組み、持続可能な発展が図れるよう将来を見据えた堅実な行政運営の実

現に努めています。 

また、市民サービスの向上を目指して、日曜開庁の開設や総合窓口化等にも取

り組んでいます。 

さらに、事務事業の見直しを図り、簡素で効率的な行財政システムを確立する

ため、行政評価に取り組むとともに、市民サービスのさらなる向上にむけ、民間

のノウハウを活用する指定管理者制度を積極的に導入するなど、地方分権時代に

対応した行政運営に取り組んでいます。 

 

（6）産業、経済分野 

 

特性 

 農業分野では、米、野菜、いちご、なし及び花き等を生産する都市近郊型農業

が進められています。 

工業分野では、久喜菖蒲工業団地、清久工業団地及び鷲宮産業団地等の工業団

地のほか、菖蒲北部地区や菖蒲南部産業団地などの産業拠点の形成が図られてい

ます。 

 商業分野では、久喜駅、栗橋駅及び鷲宮駅等を中心とした既存商業地域及び幹

線道路沿いに多くの大規模商業施設の出店が進められています。 

 

 

 

主要課題 

① 産業振興全般の課題として、後継者の育成や生産者・消費者双方にとって魅

力ある産業へ発展させるための振興策が求められています。 

 

② 農産物の地産地消の推進や新たな流通経路の確保、交通の利便性など、地の

利を生かした企業誘致の推進及び大規模商業施設と共存できる商店街の活性化策

が必要です。 

 

③ 水辺、花、祭り及び神社等の特徴ある地域資源を生かし、集客力のある多様

な観光振興策が期待されています。 

 

 

 

 

（7）行財政分野 

 

特性 

本市は、新たな行政課題や多様化する市民ニーズに適切に対応するため、「選択

と集中による市民の目の高さの市政の実現」を基本目標とする行政改革大綱を策

定するとともに、職員の定員管理や職員給与の適正化等を実施し、健全な財政基

盤の確立と組織・機構のスリム化に取り組み、持続可能な発展が図れるよう将来

を見据えた堅実な行政運営の実現に努めています。 

また、市民サービスの向上を目指して、日曜開庁の開設や総合窓口化等にも取

り組んでいます。 

さらに、事務事業の見直しを図り、簡素で効率的な行財政システムを確立する

ため、行政評価に取り組むとともに、市民サービスのさらなる向上にむけ、民間

のノウハウを活用する指定管理者制度 21 を積極的に導入するなど、地方分権時
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

 

主要課題 

① 地方分権時代に対応し、将来にわたり、自立的かつ持続的に発展していくた

めには、行財政力の一層の強化が不可欠です。 

 

② これまで行政が担ってきた仕事の一部を地域や民間に移行するなど、事務事

業の効率化や民間活力の導入を図り、行政組織のスリム化に努め、行政改革をさ

らに進める必要があります。 

 

③ 多彩な公共施設を有する特性を生かし、地域バランスや財政負担の軽減等に

配慮し、施設を再編するなど、有効活用を検討することが求められています。 

 

 

代に対応した行政運営に取り組んでいます。 

 

主要課題 

① 地方分権時代に対応し、将来にわたり、自立的かつ持続的に発展していくた

めには、行財政力の一層の強化が不可欠です。 

 

② これまで行政が担ってきた仕事の一部を地域や民間に移行するなど、事務事

業の効率化や民間活力の導入を図り、行政組織のスリム化に努め、行政改革をさ

らに進める必要があります。 

 

③ 多彩な公共施設を有する特性を生かし、地域バランスや財政負担の軽減等に

配慮し、施設を再編するなど、有効活用を検討することが求められています。 
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基本構想新旧対照表（後期基本計画・前期基本計画） 

新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

基本構想 

 

第１部 基本構想 

 

第 1 章 将来像 

 

1 基本理念 

社会経済環境の変化、市民の意識と期待、本市の特性と課題等を踏まえ、市民

や地域の主体性、創造性が発揮され、個性豊かな地域づくりが推進されるように、

新しい時代に対応する本市のまちづくりの基本理念を次の四つに整理します。 

 

まちづくりの基本理念 

※図表は省略 

 

 協働のまちづくり 

 

財政状況が逼迫する一方、地域の課題がますます多様化する状況にあって、市

民生活のさまざまなニーズに、行政のみがサービスを提供し、きめ細かく対応し

ていくことには限界があります。多様なニーズに対応していくためには、市民が

市民サービスの担い手となり、課題解決に向け協力しあうことを通じて、質の高

いサービスの提供が可能になると考えます。つまり、「公共をつくっていく」こと

に市民の皆さんが主体的にかかわることが、参加する人や地域に暮らす人々の満

足度を高めることにつながっていくと考えられるからです。   

そこで、市民、各種団体、企業など地域のあらゆる関係者が、自らのまちに関

心を持ち、市民及び市の執行機関が、それぞれの役割及び責任により、協力し合

って公共的な課題解決に取り組む「協働」の考え方に基づいたまちづくりを進め

ます。 

 

 市民主役のまちづくり 

 

 まちづくりにあたっては、将来のビジョンを市民とともに市の組織全体が共有

し、その明確化された目標を目指して進んでいくことが必要です。 

このため、市民の自主的な活動を支援し、常に市民の目線に立ったまちづくり

に取り組み、市民が住んで良かったと実感できるまちの実現に向けて、「市民主役」

に視点をおいたまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

基本構想 

 

第１部 基本構想 

 

第 1 章 将来像 

 

1 基本理念 

社会経済環境の変化、市民の意識と期待、本市の特性と課題等を踏まえ、市民

や地域の主体性、創造性が発揮され、個性豊かな地域づくりが推進されるように、

新しい時代に対応する本市のまちづくりの基本理念を次の四つに整理します。 

 

まちづくりの基本理念 

※図表は省略 

 

 協働のまちづくり 

 

財政状況が逼迫する一方、地域の課題がますます多様化する状況にあって、市

民生活のさまざまなニーズに、行政のみがサービスを提供し、きめ細かく対応し

ていくことにも限界があります。そこで、市民の多様なニーズに対応していくた

めには、市民が市民サービスの担い手となり、課題解決に向け協力しあうことを

通じて、質の高いサービスの提供が可能になると考えられます。つまり、「公共を

つくっていく」ことに市民の皆さんが主体的にかかわることで、参加する人や地

域に暮らす人々の満足度を高めることにつながっていくと考えられるからです。   

このため、市民、各種団体、企業など地域のあらゆる関係者が、自らのまちに

関心を持ち、市民及び市の執行機関が、それぞれの役割及び責任により、協力し

合って公共的な課題解決に取り組む「協働」の考え方に基づいたまちづくりを進

めます。 

 

 市民主役のまちづくり 

 

 将来のビジョンを市民とともに、市の組織全体が共有化し、その明確化された

目標を目指して進んでいくことが必要です。 

このため、市民の自主的な活動を支援し、常に市民の目線に立ったまちづくり

に取り組み、市民が住んで良かったと実感できるまちの実現に向けて、「市民主役」

に視点をおいたまちづくりを進めます。 
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

 共生を大切にするまちづくり 

 

 本市は、自然資源として、緑豊かな空間を保有しており、さらには、市民の環

境問題への活発な取り組みが行われています。現存する自然環境を保全し、次代

に継承して、水辺や緑を生かした田園環境と都市的環境が共存するまちを築くこ

とが大切です。 

また、心豊かに暮らせるまちの実現に向けて、価値観や国籍などの違いを超え、

市民が人権を尊重し、お互いに認め合い、ともに助け合う「多文化共生」の考え

方に基づいたまちづくりが求められています。 

このため、自然と人、人と人の「共生」を大切にするまちづくりを進めます。 

 

安全・安心を重視したまちづくり 

 

東日本大震災や熊本地震、平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨などの災害は、ひ

とたび自然災害に見舞われれば、大惨事にまで発展しかねないことを教えてくれ

ました。 

また、自然災害以外にも、火災や交通事故、犯罪なども、市民の暮らしの安全

を脅かしています。 

このため、市民の健康、生活、財産等を守り支える多様な仕組みを地域社会や

行政が協力して整え、誰もが笑顔で暮らせるまちの実現に向けて、「安全・安心」

を重視したまちづくりを進めます。 

 

 

 

2 将来像 

 

本市は、水と緑に恵まれた田園風景と良好な生活環境を備えるとともに、鉄道、

高速道路及び幹線道路等の交通利便性にも優れています。加えて、東北道や圏央

道の久喜白岡ジャンクション及び白岡菖蒲インターチェンジの開設に伴い、本市

は首都圏の中でも有数の交通結節点となり、埼玉県東北部の拠点都市としてさら

なる発展が期待されています。 

本市は、これまで豊かな自然環境と地域独自の伝統や文化を育み、受け継いで

きました。これからも、まちづくりの四つの理念をもとに、保有する様々な地域

資源を生かして新しい価値を創り出し、市民の誰もが誇りに思える郷土を築いて

いきます。また、次代を担う子どもたちが、大きな夢を描き、飛躍することがで

きるまちづくりを進めていきます。 

 

まちづくりの基本構想に基づき、本市の目指す将来像を次のとおりとします。 

 

豊かな未来を創造する個性輝く文化田園都市～  人と愛 水と緑  市民主役のま

ち ～ 

共生を大切にするまちづくり 

 

 本市は、自然資源として、緑豊かな空間を保有しており、さらには、市民の環

境問題への活発な取り組みが行われています。現存する自然環境を保全し、次代

に継承して、水辺や緑を生かした田園環境と都市的環境が共存するまちを築くこ

とが大切です。 

また、心豊かに暮らせるまちの実現に向けて、価値観や国籍などの違いを超え、

市民が人権を尊重し互いに認め合い、ともに助け合う「多文化共生」の考え方に

基づいたまちづくりが求められています。 

このため、自然と人、人と人の「共生」を大切にするまちづくりを進めます。 

 

安全・安心を重視したまちづくり 

 

東北地方太平洋沖地震や集中豪雨による災害は、ひとたび大地震や水害に見舞

われれば、大惨事にまで発展しかねない危険性を有していることを教えてくれま

した。 

また、近年多発している事故や犯罪も、市民の暮らしの安全を脅かしています。

しかし、自然災害や事故、犯罪がもたらす被害からまちを守り、誰もが安心して

暮らすことのできるまちとして、後の世代に継承していく使命があります。 

このため、市民の健康、生活、財産等を守り支える多彩な仕組みを地域社会や

行政が協力して整え、誰もが笑顔で暮らせるまちの実現に向けて、「安全・安心」

を重視したまちづくりを進めます。 

 

2 将来像 

 

本市は、水と緑に恵まれた田園風景と良好な生活環境を備えるとともに、鉄道、

高速道路及び幹線道路等の交通利便性にも優れています。加えて、東北道や圏央

道のジャンクション及びインターチェンジの開設に伴い、本市は首都圏の中でも

有数の交通結節点となり、埼玉県東北部の拠点都市としてさらなる発展が期待さ

れています。 

本市は、これまで豊かな自然環境と地域独自の伝統や文化を育み、受け継いで

きました。これからも、まちづくりの四つの理念をもとに、保有する様々な地域

資源を生かして新しい価値を創り出し、市民の誰もが誇りに思える郷土を築いて

いきます。また、次代を担う子どもたちが、大きな夢を描き、飛躍することがで

きるまちづくりを進めていきます。 

 

将来の広がる可能性を信じて、本市の目指す将来像を次のとおり定めます。 

 

豊かな未来を創造する個性輝く文化田園都市～  人と愛 水と緑  市民主役のま

ち ～ 
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

 

「豊かな未来を創造する」は、心豊かで、満足度の高い暮らしを実現していく

将来への期待を表現しています。 

「個性輝く」は、本市が県東北部の拠点としての優位性を発揮するとともに、

人と人のつながりを尊重し、温かいパートナーシップを発揮して、「共生・協働」

の都市として発展していく期待を表現しています。 

さらに「文化田園都市」は、地域の歴史や伝統文化を継承し、本市の特長であ

る田園と都市が共存し、調和のとれたまちを築いていくことを表現しています。 

 

3 将来人口 

 

本市の将来人口は、ゆるやかな減少傾向で推移することが想定されます。また、

将来人口の構成は、年少人口比率は減少し、高齢化率は増加することが想定され

ます。 

本構想では、子育て支援の充実、産業の振興、雇用の確保、福祉・教育の充実、

居住環境の保持・増進などの施策を推進することにより、定住などの促進に努め、

平成 34 年の目標人口は、150,900 人とします。 

 

目標人口 

平成 34 年の目標人口 150,900 人 

 

人口の推計 

※図表は省略 

 

4 土地利用の方向性 

 

本市の土地利用については、地域特性を十分に生かし、本市の均衡ある発展を

目指すため、鉄道駅などを中心とした 6 つの都市核と住居系ゾーン、産業系ゾー

ン及び農業系ゾーンを形成し、活力ある都市の実現を目指します。また、既存の

鉄道路線や圏央道、市内の主要な幹線道路などの交通軸を機能的にネットワーク

させ、多様な交流を創出する、良好な都市環境の形成を図ります。 

 

（1）ゾーン別土地利用方針 

 

都市核 

 

市役所、総合支所、駅の周辺地域を本市の都市核とし、商業・文化・行政サー

ビス等の機能が集積した賑わいのある交流拠点となるよう、それぞれの地域特性

を生かした市街地形成を図ります。 

 

住居系ゾーン 

「豊かな未来を創造する」は、心豊かで、満足度の高い暮らしを実現していく

将来への期待を表現しています。 

「個性輝く」は、本市が県東北部の拠点としての優位性を発揮するとともに、

人と人のつながりを尊重し、温かいパートナーシップを発揮して、「共生・協働」

の都市として発展していく期待を表現しています。 

さらに「文化田園都市」は、地域の歴史や伝統文化を継承し、本市の特長であ

る田園と都市が共存し、調和のとれたまちを築いていくことを表現しています。 

 

3 将来人口 

 

本市の将来人口は、ゆるやかな減少傾向で推移することが想定されます。また、

将来人口の構成は、年少人口比率は減少し、高齢化率は増加することが想定され

ます。 

本構想では、子育て支援の充実、産業の振興、雇用の確保、福祉・教育の充実、

居住環境の保持・増進などの施策を推進することにより、定住などの促進に努め、

平成 34 年の目標人口は、150,900 人とします。 

 

目標人口 

平成 34 年の目標人口 150,900 人 

 

人口の推計 

※図表は省略 

 

4 土地利用の方向性 

 

本市の土地利用については、地域特性を十分に生かし、本市の均衡ある発展を

目指すため、鉄道駅などを中心とした 6 つの都市核と住居系ゾーン、産業系ゾー

ン及び農業系ゾーンを形成し、活力ある都市の実現を目指します。また、既存の

鉄道路線や圏央道、市内の主要な幹線道路などの交通軸を機能的にネットワーク

させ、多様な交流を創出する、良好な都市環境の形成を図ります。 

 

（1）ゾーン別土地利用方針 

 

都市核 

 

市役所、総合支所、駅の周辺地域を本市の都市核とし、商業・文化・行政サー

ビス等の機能が集積した賑わいのある交流拠点となるよう、それぞれの地域特性

を生かした市街地形成を図ります。 

 

住居系ゾーン 
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

 

市街化区域を主体に住居系ゾーンと位置付け、道路、公共下水道、公園及び防

災施設等の都市基盤が計画的に整備された住居系市街地の形成を図ります。 

また、地域資源やまちの景観に配慮し、環境と調和した住居系市街地の形成を

図ります。 

 

産業系ゾーン 

 

既存の工業団地を主体に産業系ゾーンと位置付け、本市の産業面での活力を形

成する産業系市街地の形成を図ります。また、インターチェンジ周辺や広域道路

軸が結節する交通条件の優れた地域において、本市の将来を担う新たな産業系市

街地の形成を図ります。 

 

農業系ゾーン 

 

米、野菜、果実、花き等を生産する優良な農地とともに、水辺環境、樹林地及

び屋敷林など本市の特長である田園風景の保全に努めます。また、生活道路や排

水路など、農村集落の生活環境の整備を進めます。 

 

（2）土地利用構想図 

※図表は省略 

 

5 大綱 

 

（1）『市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち』 

 

情報公開の推進、人権尊重と男女共同参画社会の実現などとともに、市民と行

政との協働体制を構築し、市民と行政が一体となった活力あるまちづくりを進め

ます。 

また、市民による自主的なコミュニティ活動を支援し、市民が主役のまちづく

りを進めます。 

 

（2）『自然とふれあえる、環境に優しいまち』 

 

水、花、緑など本市の特長を表す自然環境や田園風景の保全を通じて、市民一

人ひとりが自然を愛し、親しみ、守り、育てていくことができるまちづくりを進

めます。 

さらに、水質汚濁や大気汚染等の防止などを通じて、快適な生活環境を創造す

るとともに、ごみの排出量の削減や資源物のリサイクルの推進など、循環型社会

の実現に努めます。 

 

市街化区域を主体に住居系ゾーンと位置付け、道路、公共下水道、公園及び防

災施設等の都市基盤が計画的に整備された住居系市街地の形成を図ります。 

また、地域資源やまちの景観に配慮し、環境と調和した住居系市街地の形成を

図ります。 

 

産業系ゾーン 

 

既存の工業団地を主体に産業系ゾーンと位置付け、本市の産業面での活力を形

成する産業系市街地の形成を図ります。また、インターチェンジ周辺や広域道路

軸が結節する交通条件の優れた地域において、本市の将来を担う新たな産業系市

街地の形成を図ります。 

 

農業系ゾーン 

 

米、野菜、果実、花き等を生産する優良な農地とともに、水辺環境、樹林地及

び屋敷林など本市の特長である田園風景の保全に努めます。また、生活道路や排

水路など、農村集落の生活環境の整備を進めます。 

 

（2）土地利用構想図 

※図表は省略 

 

5 大綱 

 

（1）『市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち』 

 

情報公開の推進、人権尊重と男女共同参画社会の実現などとともに、市民と行

政との協働体制を構築し、市民と行政が一体となった活力あるまちづくりを進め

ます。 

また、市民による自主的なコミュニティ活動を支援し、市民が主役のまちづく

りを進めます。 

 

（2）『自然とふれあえる、環境に優しいまち』 

 

水、花、緑など本市の特長を表す自然環境や田園風景の保全を通じて、市民一

人ひとりが自然を愛し、親しみ、守り、育てていくことができるまちづくりを進

めます。 

さらに、水質汚濁や大気汚染等の防止などを通じて、快適な生活環境を創造す

るとともに、ごみの排出量の削減や資源物のリサイクルの推進など、循環型社会

の実現に努めます。 

 

（3）『子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち』 
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

（3）『子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち』 

 

市民一人ひとりの健康づくりや食育を推進し、疾病の予防と早期発見・早期対

応の体制づくりとともに地域医療の充実に努めます。 

また、安心して子どもを生み育てることができる環境の整備、高齢者や障がい

者への支援、ともに支え合う地域福祉の推進を図るなど、誰もが安心して暮らせ

るまちづくりを進めます。 

 

（4）『心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち』 

 

本市の将来を担う児童生徒の能力と個性を引き出し、児童生徒自らが人生を切

り開く力を備えることができるよう、充実した教育環境を提供します。さらに、

地域の行事や社会体験・生活体験などを通じて、地域に愛着を持った心豊かな人

材を育成します。 

また、市民がいつまでも充実感や誇りを持って暮らせるよう、それぞれの生活

ニーズに合った生涯学習機能を強化するとともに、郷土の多彩な文化財の保護・

活用、郷土の伝統文化の継承などを通じて、歴史文化を大切にするまちづくりを

進めます。 

 

（5）『安全で調和のとれた住みよい快適なまち』 

 

埼玉県東北部の発展の核となる都市として、安全で快適なまちの実現を目指し、

治水対策や地震対策等の防災対策を強化するとともに、行政と市民の双方が協力

して防犯対策や交通安全対策に取り組むことにより、災害に強く、市民が安全に

暮らせるまちを築きます。 

身近な生活道路や本市の一体化を図るための道路網の整備、公共交通の充実、

上下水道等の都市基盤施設の整備を通じて、快適で住みよいまちづくりを進めま

す。 

また、すべての人が利用しやすいユニバーサルデザインのまちづくりにも取り

組みます。 

 

（6）『地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち』 

 

産業振興は、市民の豊かな暮らしを支え、自立した都市づくりの実現を財政面

から支える基盤であるとともに、まちの活気や賑わいを生み出す原動力となるも

のです。 

本市の優れた交通条件を生かし、企業の集積を促進し、雇用機会に恵まれた地

域経済が豊かなまちを築きます。 

さらに、地域特性を活用しながら農業や商業の振興を進め、賑わいや働きがい

のあるまちづくりを進めます。 

 

 

市民一人ひとりの健康づくりを支援し、疾病の予防と早期発見・早期対応の体

制づくりとともに地域医療体制の充実に努めます。 

また、安心して子どもを生み育てることができる環境の整備、高齢者や障がい

者への支援、ともに支え合う地域福祉の推進を図るなど、誰もが安心して暮らせ

るまちづくりを進めます。 

 

（4）『心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち』 

 

本市の将来を担う児童生徒の能力と個性を引き出し、児童生徒自らが人生を切

り開く力を備えることができるよう、充実した教育環境を提供します。さらに、

地域の行事や社会体験・生活体験などを通じて、地域に愛着を持った心豊かな人

材を育成します。 

また、市民がいつまでも充実感や誇りを持って暮らせるよう、それぞれの生活

ニーズに合った生涯学習機能を強化するとともに、郷土の多彩な文化財の保護・

活用、郷土の伝統文化の継承などを通じて、歴史文化を大切にするまちづくりを

進めます。 

 

（5）『安全で調和のとれた住みよい快適なまち』 

 

埼玉県東北部の発展の核となる都市として、安全で快適なまちの実現を目指し、

治水対策や地震対策等の防災対策を強化するとともに、行政と市民の双方が協力

して防犯対策や交通安全対策に取り組むことにより、災害に強く、市民が安全に

暮らせるまちを築きます。 

身近な生活道路や本市の一体化を図るための道路網の整備、公共交通の充実、

上下水道等の都市基盤施設の整備を通じて、快適で住みよいまちづくりを進めま

す。 

また、すべての人が利用しやすいユニバーサルデザインのまちづくりにも取り

組みます。 

 

（6）『地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち』 

 

産業振興は、市民の豊かな暮らしを支え、自立した都市づくりの実現を財政面

から支える基盤であるとともに、まちの活気や賑わいを生み出す原動力となるも

のです。 

本市の優れた交通条件を生かし、企業の集積を促進し、雇用機会に恵まれた地

域経済が豊かなまちを築きます。 

さらに、地域特性を活用しながら農業や商業の振興を進め、賑わいや働きがい

のあるまちづくりを進めます。 

 

（7）『行財政を見直し、改革を進めるまち』 
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

（7）『行財政を見直し、改革を進めるまち』 

 

行政組織のスリム化、施策・事業の効率化及び財政力の強化を図るなど、行財

政を見直し、地方分権の動きに対応した改革を進めるまちを目指します。 

第 2 章 

 

総合振興計画の実現に向けて 

 

1 施策の体系 

 

将来像を実現するため、7 つの大綱に基づき 44 の施策展開を図ります。 

 

※図表は省略 

 

2 施策 

 

（1）市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち 

 

①コミュニティ活動の推進 

 

町内会や自治会活動、NPO 等の組織づくりを支援するとともに、活動のための

場所となる施設の充実や情報の提供など、コミュニティ活動を積極的に推進しま

す。 

 

②協働のまちづくりの推進 

 

環境問題や教育問題への取り組み、福祉問題への対応など、ますます多様化し

高度化するまちづくりの課題を地域の創意と工夫により解決していくため、NPO

活動やボランティア活動を支援し、計画策定、審議会等への市民の参加を促進し

ます。 

また、久喜市自治基本条例の理念に基づき、市民、事業者、行政等で適切に役

割を分担し、協働のまちづくりを推進します。 

 

③人権の尊重 

 

すべての人が、生まれながらに有する権利である人権を尊重する社会の実現に

向け、同和問題をはじめとするあらゆる人権問題に関する教育や啓発活動を積極

的に行うとともに、相談事業の充実に努めます。 

 

④男女共同参画社会の実現 

 

 

行政組織のスリム化、施策・事業の効率化及び財政力の強化を図るなど、行財

政を見直し、地方分権の動きに対応した改革を進めるまちを目指します。 

第 2 章 

 

総合振興計画の実現に向けて 

 

1 施策の体系 

 

将来像を実現するため、7 つの大綱に基づき 43 の施策展開を図ります。 

 

※図表は省略 

 

2 施策 

 

（1）市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち 

 

①コミュニティ活動の推進 

 

町内会や自治会活動、NPO 等の組織づくりを支援するとともに、活動のための

場所となる施設の充実や情報の提供など、コミュニティ活動を積極的に推進しま

す。 

 

②協働のまちづくりの推進 

 

環境問題や教育問題への取り組み、福祉問題への対応など、ますます多様化し

高度化するまちづくりの課題を地域の創意と工夫により解決していくため、NPO

活動やボランティア活動を支援し、計画策定、審議会等への市民の参加を促進し

ます。 

また、久喜市自治基本条例の理念に基づき、市民、事業者、行政等で適切に役

割を分担し、協働のまちづくりを推進します。 

 

③人権の尊重 

 

すべての人が、生まれながらに有する権利である人権を尊重する社会の実現に

向け、同和問題をはじめとするあらゆる人権問題に関する教育や啓発活動を積極

的に行うとともに、相談事業の充実に努めます。 

 

④男女共同参画社会の実現 

 

男女がともにいきいきと個性と能力を発揮し、あらゆる分野で平等に参画でき
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

男女がともにいきいきと個性と能力を発揮し、あらゆる分野で平等に参画でき

る社会の実現を目指し、男女共同参画の推進に関する啓発活動を積極的に行い、

各種相談事業の充実に努めるとともに、審議会等への女性委員の登用を推進しま

す。 

⑤交流活動の推進 

 

国際社会に対応できるよう、国際理解の促進や国際的視野に立った人づくり、

地域づくりを目指すとともに、外国籍市民への支援の充実に努めます。 

友好関係都市等との交流を促進するとともに、市民の相互交流の支援に努めま

す。 

自然や歴史を通じた文化交流、小・中学生の教育交流、観光や特産品による産

業交流など地域間の交流を促進します。 

 

⑥情報公開の推進 

 

公正で透明性のある開かれた市政運営を確保するため、個人情報の保護に配慮

しながら、情報公開制度の適正な運用と積極的な情報公開に努めます。 

 

 ⑦戦略的かつ効果的な広報・広聴活動の推進 

 

戦略的かつ効果的な広報活動を実施するため、広報紙、ホームページ、電子メ

ール、SNS 及び公式動画チャンネルを活用して、行政の情報を市民に提供しま

す。 

また、様々な情報発信媒体を活用し、市内外に向けて本市の魅力を発信するな

ど、シティプロモーションの推進に努めます。 

 

 

（2）自然とふれあえる、環境に優しいまち 

 

①自然環境の保全・創造 

 

本市は、河川や池等の水と屋敷林や農地等の緑で彩られた、豊かな田園風景が

残されています。 

この豊かな自然を守るために、樹林地や屋敷林等の保全を推進するとともに、

動植物の生態系を育むなど、自然環境の保全・創造に努めます。 

また、自然教室など市民が自然環境の大切さを実感する機会を設けることや小・

中学校での環境教育等を通じて、環境意識の高揚に取り組みます。 

 

②快適な生活環境の創造 

 

快適で心やすらぐ生活環境を実現するため、市民や事業者の協力を得て、水質

る社会の実現を目指し、男女共同参画の推進に関する啓発活動を積極的に行い、

各種相談事業の充実に努めるとともに、審議会等への女性委員の登用を推進しま

す。 

⑤交流活動の推進 

 

国際社会に対応できるよう、国際理解の促進や国際的視野に立った人づくり、

地域づくりを目指すとともに、外国籍市民への支援の充実に努めます。 

友好関係都市等との交流を促進するとともに、市民の相互交流の支援に努めま

す。 

自然や歴史を通じた文化交流、小・中学生の教育交流、観光や特産品による産

業交流など地域間の交流を促進します。 

 

⑥情報公開の推進 

 

市民のまちづくりへの参加のため、情報公開を推進し、広報・広聴活動の充実、

ICT を活用した市民と行政のコミュニケーションなど積極的な情報提供に努めま

す。 

また、個人情報の保護と活用のバランスをとりながら、適切な情報管理にも努

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

（2）自然とふれあえる、環境に優しいまち 

 

①自然環境の保全・創造 

 

本市は、河川や池等の水と屋敷林や農地等の緑で彩られた、豊かな田園風景が

残されています。 

この豊かな自然を守るために、樹林地や屋敷林等の保全を推進するとともに、

動植物の生態系を育むなど、自然環境の保全・創造に努めます。 

また、自然教室など市民が自然環境の大切さを実感する機会を設けることや小・

中学校での環境教育等を通じて、環境意識の高揚に取り組みます。 

 

②快適な生活環境の創造 

 

快適で心やすらぐ生活環境を実現するため、市民や事業者の協力を得て、水質

汚濁や大気汚染などの公害防止対策を進めます。 
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汚濁や大気汚染などの公害防止対策を進めます。 

また、合併処理浄化槽の普及と管理など、家庭における生活雑排水対策や啓発

活動に努めるとともに、環境美化活動や不法投棄の監視等を強化します。 

 

③美しい景観の形成 

 

市民や企業等の景観保全意識の醸成を図るとともに、景観を乱す恐れのある建

物や野立て看板に対する規制など、美しい田園風景や歴史的景観の保全に努めま

す。 

 

④廃棄物処理の充実 

 

循環型社会の構築を目指し、市民、事業者及び行政の協働によるごみの減量化

と資源化を推進するとともに、安全で安心な廃棄物処理により、一層の環境負荷

の低減を図ります。 

 

⑤地球環境問題への対応 

 

温室効果ガスの排出量削減など環境への負荷の軽減を図るため、太陽光発電な

どの再生可能エネルギーを活用するとともに、省エネルギー機器導入の促進、環

境意識の普及・啓発、環境管理体制の強化を図り、低炭素社会の実現に努めます。 

 

（3）子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち 

 

①健康づくり・食育の推進 

 

市民の健康づくりと食育を推進するため第 2 次健康増進・食育推進計画に基づ

き、健康増進と食育の推進に関する各種事業の充実を図ります。 

また、健康づくりや食育は、市民一人ひとりが主体的に取り組むことが重要で

あるとともに、関係するボランティア団体等と協働し、地域全体で取り組む意識

を高めます。 

 

 

②地域医療の充実 

 

地域完結型医療を確立するため、地域の医療機関が機能分化と連携を進めると

ともに、行政、市民、医療機関等の 3 者がそれぞれの役割を認識し、協働により

地域医療を推進します。 

また、救急医療については、重症度に応じた初期救急医療から第三次救急医療

までの重層的救急医療体制の整備を促進するとともに、休日や夜間等における医

療体制の一層の強化に向け、関係機関と調整を図ります。 

また、合併処理浄化槽の普及と管理など、家庭における生活雑排水対策や啓発

活動に努めるとともに、環境美化活動や不法投棄の監視等を強化します。 

 

③美しい景観の形成 

 

市民や企業等の景観保全意識の醸成を図るとともに、景観を乱す恐れのある建

物や野立て看板に対する規制など、美しい田園風景や歴史的景観の保全に努めま

す。 

 

④廃棄物処理の充実 

 

循環型社会の構築を目指し、市民、事業者及び行政の協働によるごみの減量化

と資源化を推進するとともに、安全で安心な廃棄物処理により、一層の環境負荷

の低減を図ります。 

 

⑤地球環境問題への対応 

 

温室効果ガスの排出量削減など環境への負荷の軽減を図るため、太陽光発電な

どの再生可能エネルギーを活用するとともに、省エネルギー機器導入の促進、環

境意識の普及・啓発、環境管理体制の強化を図り、低炭素社会の実現に努めます。 

 

（3）子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち 

 

①健康づくりの推進 

 

市民の健康づくりを推進するため、健康増進計画に基づき、健（検）診、保健

指導、健康教育及び健康相談等の充実を図ります。 

健康づくりは、市民一人ひとりが主体的に取り組むことが重要であり、健康づ

くりを推進するボランティア団体等と協働し、地域全体の健康意識を高めます。 

また、食育推進計画に基づき、健全な心身を培い、豊かな人間性を育むための

食育を推進します。 

 

②地域医療体制の充実 

 

軽度な病気やけがから高度・専門医療まで対応できる体系的な地域医療体制の

整備に向け、埼玉県や医師会をはじめ、病院、診療所との連携を強化するととも

に、かかりつけ医の普及・定着を促進します。 

また、救急医療 23 については、重症度に応じた初期救急医療から第三次救急

医療までの重層的救急医療体制の整備を促進するとともに、休日や夜間等におけ

る医療体制の一層の強化に向け、関係機関と調整を図ります。 
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③子育て支援の充実 

 

各種の保育サービスや放課後児童健全育成事業、家庭児童相談等の充実をはじ

め、多様なニーズに対応し、誰もが安心して子どもを生み育てることができるよ

う子育て支援の充実を図ります。 

経験豊かな高齢者の知識や地域の輪を生かし、地域全体で子育て家庭を支援す

る環境づくりを推進します。 

 

④高齢者福祉の充実 

 

高齢者福祉施設の整備や介護保険事業の充実をはじめ、市民やボランティア、

関係機関との連携を図りながら、介護予防・生活支援サービスの提供など、住み

慣れた地域での高齢者の生活を支える地域包括ケア体制を推進するとともに、災

害時にも対応できる体制の確立に努めます。 

また、高齢者の経験や能力を生かした社会参加の機会の充実を図るなど、生き

がいづくりを推進します。 

 

⑤障がい者（児）福祉の充実 

 

障がいのある人もない人も、相互に理解を深め支え合いながら、ノーマライゼ

ーションの理念のもと、障がい者が生活しやすい環境を整えます。 

障がい者のニーズに的確に対応したきめ細かい支援サービスを提供するため、

福祉ボランティア等の団体と連携し、自立に向けた支援の充実を図るとともに、

災害時にも対応できる体制の確立に努めます。 

 

⑥地域福祉・地域ボランティアの充実 

 

地域福祉に関する意識の向上や福祉ボランティアの育成・支援と連携の強化な

ど、市民、事業者、福祉団体及び行政が協力して地域の相互扶助機能の充実を図

ります。 

 

⑦社会保障制度の充実 

 

国民健康保険事業の一層の健全化のため、医療費抑制に向けた予防施策等に取

り組むとともに、保険税の滞納額の圧縮やレセプト審査点検による医療費の適正

化を図り、保険財政基盤の強化に努めます。 

また、後期高齢者医療制度については、保険料の収納率の向上に努めるととも

に、埼玉県後期高齢者医療広域連合と連携し円滑な運営を図ります。 

さらに、国民健康保険の広域化に的確に対応します。 

生活保護事業等については、その適正な運用と、相談・指導体制の充実に努め

③子育て支援の充実 

 

各種の保育サービスや放課後児童健全育成事業、家庭児童相談等の充実をはじ

め、多様なニーズに対応し、誰もが安心して子どもを生み育てることができるよ

う子育て支援の充実を図ります。 

経験豊かな高齢者の知識や地域の輪を生かし、地域全体で子育て家庭を支援す

る環境づくりを推進します。 

 

④高齢者福祉の充実 

 

高齢者福祉施設の整備や介護保険事業の充実をはじめ、市民やボランティア、

関係機関との連携を図りながら、介護予防・生活支援サービスの提供など、住み

慣れた地域での高齢者の生活を支える地域包括ケア体制を推進するとともに、災

害時にも対応できる体制の確立に努めます。 

また、高齢者の経験や能力を生かした社会参加の機会の充実を図るなど、生き

がいづくりを推進します。 

 

⑤障がい者（児）福祉の充実 

 

障がいのある人もない人も、相互に理解を深め支え合いながら、ノーマライゼ

ーション 24 の理念のもと、障がい者が生活しやすい環境を整えます。 

障がい者のニーズに的確に対応したきめ細かい支援サービスを提供するため、

福祉ボランティア等の団体と連携し、自立に向けた支援の充実を図るとともに、

災害時にも対応できる体制の確立に努めます。 

 

⑥地域福祉・地域ボランティアの充実 

 

地域福祉に関する意識の向上や福祉ボランティアの育成・支援と連携の強化な

ど、市民、事業者、福祉団体及び行政が協力して地域の相互扶助機能の充実を図

ります。 

 

⑦社会保障制度の充実 

 

国民健康保険事業の一層の健全化のため、医療費抑制に向けた予防施策等に取

り組むとともに、保険税の滞納額の圧縮やレセプト 25 審査点検による医療費の

適正化を図り、保険財政基盤の強化に努めます。 

また、後期高齢者医療制度については、保険料の収納率の向上に努めるととも

に、埼玉県後期高齢者医療広域連合と連携し円滑な運営を図ります。 

さらに、今後予定されている高齢者のための新たな医療制度や国民健康保険の

広域化に的確に対応します。 

生活保護事業等については、その適正な運用と、相談・指導体制の充実に努め
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ます。 

 

 

（4）心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち 

 

①幼児教育の充実 

 

小学校での生活や学習に円滑に移行できるよう、幼児教育の充実を図ります。 

地域特性や保護者のニーズに応じて保育所、幼稚園及び認定こども園等との連携

を強化します。 

 

②学校教育の充実 

 

小・中学校施設の非構造部材の耐震化などを進め、安全で快適な教育環境を整

えるとともに、いじめや不登校の問題などに対応する機能を集約した新たな施設

を整備します。 

また、学校、家庭、地域との連携を強化して、地域が一体となった学校支援体

制を整え、良好な教育環境の形成に努めます。 

学校独自の取り組みを尊重して特色ある学校づくりを促し、情報通信関連設備

の整備による国際化や情報化に対応した教育の充実を図ります。併せて、児童生

徒の学力と体力を伸ばすとともに、豊かな人間性を育む学校教育を推進します。 

さらに、小・中学校の小規模化に対応するため、学校の適正規模・適正配置の

推進に努めます。 

 

③高等教育機関との連携 

 

高等教育機関の知的資源を活用し、地域の活性化やまちづくりに生かしていけ

る仕組みづくりに努めます。 

 

 

④青少年の健全育成 

 

学校、家庭、地域及び関係機関との連携を図りながら、青少年健全育成の活動

を支援するとともに、青少年を犯罪等から守る対策を推進します。 

また、青少年のコミュニケーション能力や他人への思いやりの心を育むととも

に、郷土に対する誇りや愛着心を育てるため、伝統行事やイベント等への参加を

促進します。 

 

⑤人権教育の推進 

 

市民一人ひとりの人権意識の高揚を図り、人権についての正しい理解を深め、

ます。 

 

（4）心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち 

 

①幼児教育の充実 

 

小学校での生活や学習に円滑に移行できるよう、幼児教育の充実を図ります。 

地域特性や保護者のニーズに応じて保育所と幼稚園との連携を強化します。 

 

 

②学校教育の充実 

 

小・中学校施設の耐震化や計画的な改修などを進め、安全で快適な教育環境を

整えます。 

また、学校、家庭、地域との連携を強化して、地域が一体となった学校支援体

制を整え、良好な教育環境の形成に努めます。 

学校独自の取り組みを尊重して特色ある学校づくりを促し、情報通信関連設備

の整備による国際化や情報化に対応した教育の充実を図ります。併せて、児童生

徒の学力と体力を伸ばすとともに、豊かな人間性を育む学校教育を推進します。 

 

 

 

 

③高等教育機関との連携 

 

本市にキャンパスのある、東京理科大学経営学部との交流を促進し、市民の生

涯学習活動との連携を推進します。また、高等教育機関の知的資源を活用し、地

域の活性化やまちづくりに生かしていける仕組みづくりに努めます。 

 

④青少年の健全育成 

 

学校、家庭、地域及び関係機関との連携を図りながら、青少年健全育成の活動

を支援するとともに、青少年を犯罪等から守る対策を推進します。 

また、青少年のコミュニケーション能力や他人への思いやりの心を育むととも

に、郷土に対する誇りや愛着心を育てるため、伝統行事やイベント等への参加を

促進します。 

 

⑤人権教育の推進 

 

市民一人ひとりの人権意識の高揚を図り、人権についての正しい理解を深め、

差別のない明るい地域社会を目指します。 
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差別のない明るい地域社会を目指します。 

また、あらゆる場において人権教育の充実・推進に努めます。 

 

⑥生涯学習の推進 

 

市内に点在する生涯学習施設を整備・有効活用するため、ネットワーク化を図

り、多彩な生涯学習に取り組みやすいまちづくりを推進するとともに、新たな生

涯学習拠点を整備します。 

さらに、図書館や公民館等の充実と適正な配置を進めるとともに、施設の状況

や資料の検索ができるなど、情報提供機能の充実を図ります。 

また、市民の生涯学習活動の推進を図るとともに、学習の成果を発表する機会

を充実し、市民の力を地域社会に生かせる仕組みを整えます。 

 

⑦歴史・文化の継承と活用 

伝統行事や祭り等を活用し、郷土に対する愛着心の醸成、次世代への伝承及び

地域相互の交流などを促進します。 

文化財等は、まちづくりの地域資源として活用を図るとともに、市民の貴重な

財産としてその保護に努めます。 

文化活動への参加機会や文化鑑賞・発表の機会を充実し、市民の主体的な文化

活動を支援します。 

 

⑧スポーツ・レクリエーション活動の充実 

 

健康の維持増進や心身のリフレッシュに向けて、スポーツやレクリエーション

が定期的に行えるよう、講習会やイベントなどの充実を図ります。 

また、スポーツ・レクリエーション団体の育成・支援を図るとともに、スポー

ツ・レクリエーションを通じた市民相互の交流を促進します。 

 

（5）安全で調和のとれた住みよい快適なまち 

 

①都市機能の整備 

 

本市の特長である恵まれた田園環境が保全され、良好な生活環境が将来にわた

り維持されるよう、長期的視点に立った土地利用計画を策定します。 

駅や駅周辺地域の整備、圏央道のインターチェンジやジャンクション周辺、幹

線道路沿線での開発を計画的に推進します。 

 

②道路・公共交通の整備・充実 

 

本市の一体性の向上、市内の円滑な移動の実現を図るため、幹線道路や生活道

路の整備を推進するとともに、歩行者や自転車通行者に対する安全を確保するた

また、あらゆる場において人権教育の充実・推進に努めます。 

 

⑥生涯学習の推進 

 

市内に点在する生涯学習施設を整備・有効活用するため、ネットワーク化を図

り、多彩な生涯学習に取り組みやすいまちづくりを推進します。 

さらに、図書館や公民館等の充実と適正な配置を進めるとともに、施設の状況

や資料の検索ができるなど、情報提供機能の充実を図ります。 

また、市民の生涯学習活動の推進を図るとともに、学習の成果を発表する機会

を充実し、市民の力を地域社会に生かせる仕組みを整えます。 

 

 

⑦歴史・文化の継承と活用 

伝統行事や祭り等を活用し、郷土に対する愛着心の醸成、次世代への伝承及び

地域相互の交流などを促進します。 

文化財等は、まちづくりの地域資源として活用を図るとともに、市民の貴重な

財産としてその保護に努めます。 

文化活動への参加機会や文化鑑賞・発表の機会を充実し、市民の主体的な文化

活動を支援します。 

 

⑧スポーツ・レクリエーション活動の充実 

 

健康の維持増進や心身のリフレッシュに向けて、スポーツやレクリエーション

を定期的に行えるよう、講習会やイベントなどの充実を図ります。 

また、スポーツ・レクリエーション団体の育成・支援を図るとともに、スポー

ツ・レクリエーションを通じた市民相互の交流を促進します。 

 

（5）安全で調和のとれた住みよい快適なまち 

 

①都市機能の整備 

 

本市の特長である恵まれた田園環境が保全され、良好な生活環境が将来にわた

り維持されるよう、長期的視点に立った土地利用計画を策定します。 

駅や駅周辺地域の整備、圏央道のインターチェンジやジャンクション周辺、幹

線道路沿線での開発を計画的に推進します。 

 

②道路・公共交通の整備・充実 

 

本市の一体性の向上、市内の円滑な移動の実現を図るため、幹線道路や生活道

路の整備を推進するとともに、歩行者や自転車通行者に対する安全を確保するた

め、歩道や自転車通行レーン等の整備に努めます。 
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め、歩道や自転車通行レーン等の整備に努めます。 

公共交通については、鉄道の混雑緩和と利便性の向上を図るため、輸送力の増

強とネットワークの強化等を関係機関に働きかけるとともに、既存バス路線の維

持・充実に努めます。 

また、市内循環バスやデマンド交通については、利用状況やニーズを踏まえて、

見直しをするよう努めます。 

 

③公園の緑化と水辺環境の保全 

 

市民の生活に密着した場所に公園や緑地の施設環境を充実させるとともに、市

民が気軽に自然とふれあえるよう、運動公園や総合公園等の緑化を推進します。 

さらに、河川、池、沼及び用水路等の水辺環境の保全を図るとともに、自然観

察池や親水型の散策場所及び遊歩道の整備に努めます。 

 

④上下水道の整備 

 

安定した水道水の供給を図るため、経年水道施設の計画的な更新、水道施設の

耐震化、水質管理体制の充実等に努めます。また、給水体制の一体化を図り、水

道事業の効率化と健全経営に努めます。 

美しい水辺環境と清潔で快適なまちづくりを進めるため、効率的な生活排水処

理の推進並びに公共下水道の計画的な整備と農業集落排水処理施設の適切な管理

を推進します。また、合併処理浄化槽の普及促進と適正な管理の指導に努めます。  

 

⑤治水対策の充実 

 

現状の都市の持つ保水機能の保全や遊水機能の確保を図り、河川や水路の総合

的な治水対策の充実に努め、水害の起こりにくいまちづくりを進めます。 

 

⑥防災・消防体制の充実 

 

東日本大震災、熊本地震及び平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨の教訓を生かし、

市民の防災意識の普及・啓発や自主防災組織の育成・支援などに努めるとともに、

防災体制や被災者支援のあり方など、幅広い防災対策の充実に努めます。 

また、緊急時でも安心できるまちづくりを進めるため、埼玉東部消防組合及び

利根川栗橋流域水防事務組合と連携を図り、市民の生命、財産を守る消防・水防・

救急体制の充実に努めます。 

 

⑦防犯体制の強化 

 

警察、防犯協会、地域防犯組織など関係機関との連携を強化するとともに、市

民の防犯意識の向上や地域の防犯体制の強化を促進します。 

また、公共交通については、鉄道の混雑緩和と利便性の向上を図るため、輸送

力の増強とネットワークの強化等を関係機関に働きかけるとともに、既存バス路

線の維持・充実に努めます。 

 

 

 

③公園の緑化と水辺環境の保全 

 

日常生活の身近な場所に公園や緑地を充実させるとともに、市民が気軽に自然

とふれあえるよう、運動公園や大規模公園等の緑化を推進します。 

さらに、河川、池、沼及び用水路等の水辺環境の保全を図るとともに、自然観

察池や親水型の散策場所や遊歩道の整備に努めます。 

 

④上下水道の整備 

 

安定した水道水の供給を図るため、経年水道施設の計画的な更新、水道施設の

耐震化、水質管理体制の充実等に努めます。また、給水体制の一体化を図り、水

道事業の効率化と健全経営に努めます。 

美しい水辺環境と清潔で快適なまちづくりを進めるため、効率的な生活排水処

理の推進並びに公共下水道の計画的な整備と農業集落排水処理施設の適切な管理

を推進します。また、合併処理浄化槽の普及促進と適正な管理の指導に努めます。  

 

⑤治水対策の充実 

 

現状の都市の持つ保水機能の保全や遊水機能の確保を図り、河川や水路の総合

的な治水対策の充実に努め、水害の起こりにくいまちづくりを進めます。 

 

⑥防災・消防体制の充実 

 

東日本大震災の教訓を生かし、市民の防災意識の普及・啓発や自主防災組織の

育成・支援などに努めるとともに、防災体制や被災者支援のあり方など、幅広い

防災対策の充実に努めます。 

また、一部事務組合として取り組んでいる消防・水防体制についても充実を図

り、水火災予防体制の強化に努めるとともに、市民の生命、財産を守る消防救急

体制の充実・強化により、緊急時にも安心できるまちづくりを進めます。 

 

⑦防犯体制の強化 

 

警察、防犯協会、地域防犯組織など関係機関との連携を強化するとともに、市

民の防犯意識の向上や地域の防犯体制の強化を促進します。 

また、道路・公園などの防犯性を高め、安全な地域環境の形成に努めます。 



26 

 

新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

また、道路・公園などの防犯性を高め、安全な地域環境の形成に努めます。 

 

⑧交通安全対策の充実 

 

道路照明灯や道路反射鏡など交通安全施設をより充実させることにより、歩行

者等の安全に配慮した道路交通環境の整備を推進します。 

また、地域の実情に応じた交通規制を警察署へ要望するとともに、交通安全に

関する知識の普及・啓発など交通安全運動を推進します。 

 

（6）地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち 

 

①農業の振興 

 

多面的機能を有する農地の保全や生産基盤の整備に努めるとともに、農地の集

積による経営規模の拡大や生産組織の法人化に努めるなど農業の担い手の育成を

図ります。 

また、消費者ニーズに対応した付加価値の高い農業を推進するため、農産物の

ブランド化や特産品の開発、地域の特性を生かした観光農業の拡大を図り、併せ

て有機農業など環境保全型農業の普及と地産地消を推進します。 

 

②工業の振興 

 

優良企業の誘致や既存工業団地の整備・拡充を推進するとともに、交通利便性

を生かし、国道 122 号沿線や東北道と圏央道の久喜白岡ジャンクション及び白

岡菖蒲インターチェンジ周辺、主要地方道さいたま栗橋線と国道 125 号の交差

点周辺に新産業拠点の整備を推進します。 

また、地域経済を支える中小企業の経営基盤強化のための施策を推進し、魅力

ある産業の育成に努めます。 

 

③商業の振興 

 

賑わいと活力のある商店街の形成を促進するため、中心市街地の活性化に取り

組むとともに、高齢者のニーズに対応し、新たなコミュニティの場ともなりうる

地域密着型の商店街づくりに努めます。 

また、商業経営者の育成や経営基盤の強化に対する支援とともに、商業団体の

育成・支援に努めます。 

 

 

④観光の振興 

 

花や伝統文化、史跡等の観光資源の環境整備及びネットワーク化を図り、個性

 

⑧交通安全対策の充実 

 

道路照明灯や道路反射鏡など交通安全施設をより充実させることにより、歩行

者等の安全に配慮した道路交通環境の整備を推進します。 

また、地域の実情に応じた交通規制を警察署へ要望するとともに、交通安全に

関する知識の普及や啓発など交通安全運動を推進します。 

 

（6）地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち 

 

①農業の振興 

 

多面的機能を有する農地の保全や生産基盤の整備に努めるとともに、農地の集

積による経営模の拡大や生産組織の法人化に努めるなど農業の担い手の育成を図

ります。 

また、消費者ニーズに対応した付加価値の高い農業を推進するため、農産物の

ブランド化や産品の開発、地域の特性を生かした観光農業の拡大を図り、併せて

有機農業など環境保全型農業の普及と地産地消を推進します。 

 

②工業の振興 

 

優良企業の誘致や既存工業団地の整備・拡充を推進するとともに、交通利便性

を生かし、国道 122 号沿線や東北道と圏央道の久喜白岡ジャンクション及び白

岡菖蒲インターチェンジ周辺、主要地方道さいたま栗橋線と国道 125 号の交差

点周辺及び主要地方道さいたま栗橋線と幸手久喜線の交差点周辺に新産業拠点の

整備を推進します。 

また、地域経済を支える中小企業の経営基盤強化のための施策を推進し、魅力

ある産業の育成に努めます。 

 

③商業の振興 

 

賑わいと活力のある商店街の形成を促進するため、中心市街地の活性化に取り

組むとともに、高齢者のニーズに対応し、新たなコミュニティの場ともなりうる

地域密着型の商店街づくりに努めます。 

また、商業経営者の育成や経営基盤の強化に対する支援とともに、商業団体の

育成・支援に努めます。 

 

④観光の振興 

 

花や伝統文化、史跡等の観光資源の環境整備及びネットワーク化を図り、個性

と魅力にあふれた観光事業を展開します。 
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と魅力にあふれた観光事業を展開します。 

また、提燈祭り、くりはし夏祭り、菖蒲夏祭りや鷲宮の八坂祭等の伝統的な祭

りや、あやめ、ラベンダー、コスモスなどの花による催しを活用し、地元の特産

品の販売や PR などに取り組みます。 

 

 

 

⑤勤労者福祉と就業支援の充実 

 

勤労者が豊かで充実した生活が送れるよう、関係機関・団体との連携により、

福利厚生の充実を図るとともに、安定した就業環境の確保に努めます。 

また、若者や女性の就業への支援、さらに、定年退職後にその経験と技能を生

かすことのできる新たな就業の支援に努めます。 

 

⑥消費生活の充実 

 

市民が安心して暮らせるまちを目指し、安全で安心な商品を購入できるよう、

消費生活情報の提供と啓発活動に努めるとともに、消費生活において生じた問題

などを解決するための消費生活相談の充実を図ります。 

また、環境に配慮した消費者活動を促進します。 

 

（7）行財政を見直し、改革を進めるまち 

 

①行政改革の推進 

 

本市が持続的に発展し自立したまちづくりを実現していくため、職員の政策立

案能力の向上や組織の見直し、ICT の活用による行政事務の効率化、民間の優れ

た経営手法を活用する指定管理者制度の活用など最少の経費で最大の効果を目指

した、簡素で効率的な行財政運営に取り組みます。 

また、行政が行う活動の成果向上に向けて、政策・施策・事務事業について客

観的に評価し、改善を進めていく行政評価システムを積極的に活用するなど、行

政改革に取り組みます。 

 

②健全な財政運営の確立 

 

財源収入の根幹をなす市税の適正な課税と滞納額の圧縮等により、自主財源を

確保するとともに、受益と負担の公平性の確保という観点から、使用料・手数料

について受益者負担の適正化に努めます。 

併せて、行政経費の削減を図り、効率的かつ効果的で健全な財政運営に努めま

す。また、財政状況について積極的な情報公開を行い、財政運営の透明化に努め

ます。 

本市の南西部地域において工事が進められている圏央道休憩施設については、

一般道利用者や地域住民も利用できる観光交流拠点として整備を推進します。 

また、提燈祭り、くりはし夏祭り、菖蒲夏祭りや鷲宮の八坂祭等の伝統的な祭

りや、あやめ、ラベンダー、コスモスなどの花による催しを活用し、地元の特産

品の販売や PR などに取り組みます。 

 

⑤勤労者福祉と就業支援の充実 

 

勤労者が豊かで充実した生活が送れるよう、関係機関・団体との連携により、

福利厚生の充実を図るとともに、安定した就業環境の確保に努めます。 

また、若者や女性の就業への支援、さらに、定年退職後にその経験と技能を生

かすことのできる新たな就業の支援に努めます。 

 

⑥消費生活の充実 

 

市民が安心して暮らせるまちを目指し、安全で安心な商品を購入できるよう、

消費生活情報の提供と啓発活動に努めるとともに、消費生活において生じた問題

などを解決するための消費生活相談の充実を図ります。 

また、環境に配慮した消費者活動を促進します。 

 

（7）行財政を見直し、改革を進めるまち 

 

①行政改革の推進 

 

本市が持続的に発展し自立したまちづくりを実現していくため、職員の政策立

案能力の向上や組織の見直し、ICT の活用による行政事務の効率化、民間の優れ

た経営手法を活用する指定管理者制度の導入など最少の経費で最大の効果を目指

した、簡素で効率的な行財政運営に取り組みます。 

また、行政が行う活動の成果向上に向けて、政策・施策・事務事業について客

観的に評価し、改善を進めていく行政評価システムを積極的に活用するなど、行

政改革に取り組みます。 

 

②健全な財政運営の確立 

 

適正な賦課による市税の確保と滞納額の圧縮等により、自主財源を確保すると

ともに、受益と負担の公平性の確保という観点から、使用料・手数料について受

益者負担の適正化に努めます。 

併せて、行政経費の削減を図り、効率的かつ効果的で健全な財政運営に努めま

す。また、財政状況について積極的な情報公開を行い、財政運営の透明化に努め

ます。 
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③地方分権・広域行政の推進 

 

少子高齢化、情報化、国際化などを背景とした行政課題と多様化する市民ニー

ズに的確に対処するため、県からの権限移譲を推進し、行政サービスの向上に努

めるとともに、広域的な推進が求められる行政課題等においては、県や周辺自治

体とのさらなる連携を図り、市民に信頼され、自主性・自立性をもった行政サー

ビスの向上に努めます。 

 

 

 

 

③地方分権・広域行政の推進 

 

少子高齢化、情報化、国際化などを背景とした行政課題と多様化する市民ニー

ズに的確に対処するため、県からの権限移譲の推進を図り、行政サービスの向上

に努めるとともに、広域的な推進が求められる行政課題等においては、県や周辺

自治体との連携により取り組み、市民に信頼され、自主性・自立性をもった行政

サービスの向上に努めます。 
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リーディングプロジェクト新旧対照表（後期基本計画・前期基本計画） 

新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

後期基本計画 

 

第 2 部 後期基本計画 

 

1 リーディングプロジェクト 

 

（1）リーディングプロジェクトの設定 

 

本市の将来像である「豊かな未来を創造する個性輝く文化田園都市～  人と愛 

水と緑 市民主役のまち ～」の実現を図るためには、基本構想第 2 章の 7 つの大

綱に基づく施策ごとの取組みを総合的に推進することが基本となります。 

ここでは、本市の後期基本計画 5 年のまちづくりにおいて、市一体となって特

に重点的・横断的に取り組む 4 つのテーマをリーディングプロジェクトとして位

置付けました。 

リーディングプロジェクトは、施策推進の相乗効果を上げ、市の一体感の醸成

を一層図るために設定しています。 

 

 

（2）リーディングプロジェクトの構成 

 

※図表は省略 

 

（3）4 つのリーディングプロジェクト 

 

あんしんプロジェクト 「安全・安心な まちづくり」 

 

自然災害や事故等に対して万全の対策・体制が確立され、穏やかに暮らすこと

ができる久喜市づくりに取り組みます。 

 

重点的な取組み 

・安全・安心な施設整備の推進 

・犯罪が起きにくい環境整備の推進 

・地域における防災・防犯の推進 

・地域医療ネットワークの充実 など 

 

やさしさプロジェクト 「子どもや高齢者等に やさしいまちづくり」 

 

さまざまな担い手が協働してともに助け合う地域の中で、子どもや高齢者、障

がいのある方など誰もが自分らしく暮らせるような久喜市づくりに取り組みま

前期基本計画 

 

第 2 部 前期基本計画 

 

1 リーディングプロジェクト 

 

（1）リーディングプロジェクトの設定 

 

本市の将来像である「豊かな未来を創造する個性輝く文化田園都市～  人と愛 

水と緑 市民主役のまち ～」の実現を図るためには、基本構想の「第 2 章 7 つ

の大綱とそれに繋がる施策」に基づく施策項目ごとの取組みを総合的に推進する

ことが基本となります。 

ここでは、本市の前期基本計画 5 年のまちづくりにおいて、市一体となって特

に重点的・横断的に取り組む 4 つのテーマをリーディングプロジェクトとして位

置付けました。 

リーディングプロジェクトの設定により施策推進の相乗効果を上げ、市の一体

感の醸成を一層図るものとして掲げています。 

 

（2）リーディングプロジェクトの構成 

 

※図表は省略 

 

（3）4 つのリーディングプロジェクト 

 

あんしんプロジェクト 「安全・安心な まちづくり」 

 

自然災害や事故等に対して万全の対策・体制が確立され、穏やかに暮らすこと

ができる久喜市づくりに取り組みます。 

 

重点的な取組み 

・幼稚園、小学校、中学校施設の耐震化 

・防災活動の拠点となる庁舎等の耐震化 

・自主防災組織の育成支援と強化 

・地域医療ネットワークの充実など 

 

やさしさプロジェクト 「子どもや高齢者等に やさしいまちづくり」 

 

さまざまな担い手が協働してともに助け合う地域の中で、子どもや高齢者、障

がいのある方など誰もが自分らしく暮らせるような久喜市づくりに取り組みま
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新 (後期基本計画) 旧 (前期基本計画) 

す。 

 

重点的な取組み 

・保育環境の充実による子育て支援 

・地域支え合いの仕組みづくりへの支援 

・健康づくりと食育の推進体制の整備 

・地域包括ケア体制の充実 

・市の地域公共交通網の充実 など 

 

 

かいてきプロジェクト 「快適で活力のある まちづくり」 

 

まちに賑わいと活力があり、人口減少社会の中でも安定した雇用と持続的な成

長をもたらす久喜市づくりに取り組みます。 

 

重点的な取組み 

・市内を結ぶ幹線道路の整備 

・産業基盤の整備による活力の創造 

・優良企業の誘致による雇用を創出 

・シテイプロモーションの推進 など 

 

しんらいプロジェクト 「市民から信頼される まちづくり」 

 

まちづくりを支えていくため、行財政改革を推進し、透明性、健全性を高め、

厳しい財政状況にも耐えられ、持続可能で信頼される久喜市づくりに取り組みま

す。 

重点的な取組み 

・行政改革の推進 

・健全な財政運営の確立 

・公共施設等の統廃合の推進 

・地方分権や広域行政の推進 など 

 

す。 

 

重点的な取組み 

・保育環境の充実による子育て支援 

・地域支え合いの仕組みづくりへの支援 

・各種健（検）診事業の充実 

・地域包括ケア体制の充実 

・市の地域公共交通網の整備など 

 

 

かいてきプロジェクト 「快適で活力のある まちづくり」 

 

まちに賑わいと活力があり、人口減少社会の中でも安定した雇用と持続的な成

長をもたらす久喜市づくりに取り組みます。 

 

重点的な取組み 

・新市の一体化を促す幹線道路の整備 

・産業基盤の整備による活力の創造 

・優良企業の誘致による雇用を創出 

・市内外へ本市の魅力を広く発信など 

 

しんらいプロジェクト 「市民から信頼される まちづくり」 

 

まちづくりを支えていくため、行財政改革を推進し、透明性、健全性を高め、

厳しい財政状況にも耐えられ、信頼される久喜市づくりに取り組みます。 

 

重点的な取組み 

・行政改革の推進 

・健全な財政運営の確立 

・地方分権・広域行政の推進 など 

 

 


